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Ⅰ 調 査 要 領
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１　調査の目的

電気通信事業分野の開放、衛星放送の開始、全国的な都市型ケーブルテレビの普及・展開により、電気

通信・放送分野における産業は発展・拡大を続けている。さらに今後とも電気通信・放送産業を健全に発

展させていくためには、これら産業と密接な関係を有する関連産業の育成・振興を併せて推進していくこ

とが必要となっている。

本調査は電気通信・放送に関連する産業のうち、「放送番組制作業」、「電気通信工事業」及び「有線テレ

ビジョン放送設備設置工事業」について、その実態・動向を把握し、適切な施策を推進するための基礎資

料とするため、総務庁承認統計として実施した。

２　調査の方法

（１）調査対象業種

ア　放送番組制作業

イ　電気通信工事業

ウ　有線テレビジョン放送設備設置工事業

（２）調査方法

ア　方式　郵送によるアンケート方式

イ　把握時　平成８年１１月１日

（３）調査実施時期：平成８年１１月

（４）調査項目

ア　企業の特性

イ　運営業務の売上・費用等の状況

ウ　事業用資産・設備の状況

エ　従業員と労働環境

オ　運営業務の実態

カ　今後の事業展開

３　回収状況

事　業　区　分 発送数 回収数 回収率
放送番組制作業 938 338 36.0
電気通信・有線テレビジョン放送設備設置工事業 619 287 46.4
　電気通信工事業 47 35 74.5
　有線テレビジョン放送設備設置工事業 572 252 44.1

合　計 1,557 625 40.1

〔単位：社、％〕
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Ⅱ 概 要
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１　放送番組制作業

＜　事業の概要　＞

資本金１億円未満の事業者が全体の９５．７％を占め、放送番組制作業者の年間売上高は一事業

者当たり５．５億円であり、会社全体の売上高に占める割合は約４割となっている。

○　経営組織は、８６．７％の事業者が「株式会社」の形態をとっている。「有限会社」が１３．０％、

「個人経営」が０．３％となっている。

前回調査（平成７年１１月調査）に比べ「株式会社」が３．２ポイント増加しており、「有限会社」

は１．８ポイント減少している。

○　資本金は「１０００万円以上３０００万円未満」の事業者が６５．０％と一番多く、資本金「１０

００万円未満」の中小の事業者は１０．５％を占めている。

資本金「１億円未満」では９５．７％と、大部分を占めている。

○　放送番組制作業務の平成７年度売上高（実績額）は、一事業者当たり５億４千７百万円となってい

る。会社全体の売上高に占める「放送番組制作業務」の売上高は平均３８．８％となっている。

○　放送番組制作業の平成７年度の平均従業者数は２１．８人である。このうち、常時雇用従業者は１

７．３人で７９．１％を占め、常時雇用以外の従業者は３．４人、１５．５％を占めている。
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＜　放送番組制作の業務内容　＞

――　テレビの番組制作業が大部分、ラジオは僅少　――

放送番組制作の業務内容は、テレビ番組・ＣＭ制作による売上高が９６．１％、ラジオ番組・Ｃ

Ｍ制作が３．９％で、テレビの比重が圧倒的に大きい。

○　「番組制作」と「ＣＭ制作」では、「番組制作」８７．３％、「ＣＭ制作」は１２．７％となってい

る。

なお、前回調査に比べ「テレビ番組制作」の割合が１．４ポイント高くなっている一方、「テレビＣ

Ｍ制作」の比率が０．８ポイント低下している。

○　放送番組制作事業者の売上高を、総合的に番組・ＣＭの制作を行う業務（企画・制作業務）による

売上高と、撮影・照明などのみを行う業務（技術業務）による売上高の２つに分けると、その割合は、

「企画・制作業務」が７４．８％、「技術業務」が２５．２％となっている。
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＜　放送番組制作業務に携わる専門職　＞

―――　放送ソフト制作に携わる人材は不足　―――

不足を感じる比率が高い職種は「ディレクター」、「アシスタントプロデューサー・制作主任」で

あり、７割以上の事業者が不足感をもっている。

○　平成７年度末現在における専門職の人数は、一事業者当たりで「カメラマン・カメラマン助手」が６．

１人、「ディレクター」が５．４人、「アシスタントディレクター」が４．４人、「録音・録音助手」が２．

８人となっている。

一方、人数の少ない専門職では「ＣＧクリエイター」の０．４人、「美術デザイナー」の０．５人、「ア

シスタントプロデューサー」の１．０人である。また、７年度調査と比べると、専門職数は一事業者当

たり３．４人増加している（今回２９．９人、前回２６．５人）。
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図１－３ 放送番組制作業務の専門職の不足感 
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＜　著作権の所在　＞

――　制作番組の著作権の大半を放送局が持つ　――

テレビ放送番組の著作権の所在は、放送権については８割、２次利用権にについては７割が「放

送局の所有」となっており、「放送番組制作事業者の単独所有」は１割前後となっている。

また、２次利用を行っている放送番組制作事業者の約７割は「ビデオ化」への利用を行っている。

○　平成７年度に制作したテレビ番組の著作権の所在は、「放送権」について８０．８％、「２次利用権」

について７１．１％が放送局の所有となっている。前回調査と比べると、放送局所有の「２次利用権」

の割合が大きく伸びている。

放送番組制作事業者単独の所有となっているのは「放送権」が７．２％、「２次利用権」が１１．３％

である。

○　「放送局が所有」する著作権について期限の区分ごとの内訳をみると、「無期限（期限の明示なし）」

が全体の５０％以上（放送権：５４．８％、２次利用権５２．９％）を占め、「放送権」、「２次利用権」

ともに多い。
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○　２次利用権のあるテレビ番組を有する事業者のうち、２次利用を行っているのは５１．１％である。

２次利用の内容は「ビデオ化」のほか、衛星放送やＣＡＴＶの番組としての利用が多い。
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＜ 今後の事業展開 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○  いくつかの業務と新しい技術に対する動向をみると「既に取り組んでい
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図１－６ 今後の事業展開 
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通信の高度化等が急速に進展して行く中、事業の拡大・多角化に対する積極

的な姿勢がみられる。  
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＜経営上の問題点＞

――　経営基盤の弱さが大きな問題　――

事業者の６割以上が「受注単価が低い」、「受注量の不安定」を問題点として挙げるなど、事業上

放送局に依存している放送番組制作事業者は、経営面、人材面に主な問題を抱え、経営基盤が弱い

とみられる。

○　問題点として回答が多いのは「受注単価が低い」（６６．１％）、「受注量の不安定」（６５．０％）

と受注関係である。次いで「経験者・熟練者の確保が困難」（５８．３％）、「社員教育の不足」（３９．

４％）の割合が高く、人材の確保・育成が課題となっている。

○　「資金の調達が困難」、「設備の高度化の遅れ」は、近時の金融緩和や機器の低価格化を反映し、年々

割合が低下している。
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２　電気通信・有線テレビジョン放送設備設置工事業

（１）電気通信・有線テレビジョン放送設備設置工事業の共通項目

＜　事業の概要　＞

資本金１億円未満の事業者が全体の７０．４％を占める一方、１０億円以上の事業者も１４．８％

と比較的多い。当該業務の年間売上高は、一事業者当たり３８．１億円である。

○　経営組織は、９４．９％の事業者が「株式会社」の形態をとっている。

「有限会社」が４．４％、「個人経営」が０．７％となっている。

○　資本金は「３０００万円未満」の事業者が５３．９％と一番多く、次いで「３０００万円以上５０

００万円未満」の事業者が１０．７％を占めている。また、「１億円未満」の事業者が７０．４％を占

める一方、「１０億円以上」の事業者も１４．８％と比較的高い割合となっている。

○　当該業務の平成７年度売上高（実績額）は、一事業者当たり３８億７百万円となっている。
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＜　今後の事業展開・経営上の問題点　＞

――　新しい技術への取組に意欲的

経営上の問題点は、工事単価、受注時期の不安定　――

今後取り組みたいものとしては「ＶＯＤ設備工事」が５５．４％、「ＣＡＴＶ電話工事」が５０．

８％と半数以上になっている。

また、経営上の問題点としては、工事単価が低いことや、受注面や人材面の問題を半数以上の事

業者が挙げている。

○　いくつかの技術に対する取組の動向をみると、「既に取り組んでいる」比率が最も高いのは「光フ

ァイバケーブル工事」の６６．４％であり、「今後取り組む」事業者と合わせると、９４．２％とい

う高い比率になる。

また、携帯電話やＰＨＳの基地局の大幅な増加やＬＡＮの普及に伴い「移動通信設備工事」及び

「ＬＡＮ工事」についても半数前後の事業者が既に取り組んでいる。

○　「ＣＡＴＶ電話工事」「ＶＯＤ設備工事」に「既に取り組んでいる」事業者はそれぞれ２９．６％、

１６．０％であるが、ＣＡＴＶの進展に期待し、「今後取り組む」としている事業者が半数以上とな

っている。
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○　経営上の問題点としては「工事単価が低い」、「受注時期が不安定」、の２つが５０％以上となってお

り、特に「工事単価が低い」とする事業者の割合が７１．６％と目立って高い。
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（２）電気通信工事業

＜　事業の概要　＞

資本金１０億円以上の事業者が全体の５０．０％を占め、電気通信工事業者の年間売上高は一事

業者当たり２９７億円で、会社全体の売上高の約８割を占めている。

○　経営組織は、回答のあった事業者のすべてが「株式会社」の形態をとっている。

○　資本金は「２億円以上５億円未満」の事業者が２９．１％と一番多い。また、資本金「１億円以上」

の事業者が９５．８％と大部分を占めている。

資本金「１０億円以上」でみても５０．０％を占めている。

○　電気通信工事業務の平成７年度売上高（実績額）は、一事業者当たり２９６億９千３百万円となっ

ている。会社全体の売上高に占める「電気通信工事業務」の売上高は平均７７．９％となっている。

○　電気通信工事業の平成７年度の平均従業者数は７０６．２人である。このうち、常時雇用従業者は

６５３．５人で９２．６％を占め、常時雇用以外の従業者は４５．４人、６．４％を占めている。
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＜　電気通信工事の業務内容　＞

―　受注先は電気通信事業者が大部分　―

電気通信工事の受注先は「電気通信事業者」が８割以上を占めている。

○　電気通信工事の受注先は電気通信事業者が８３．３％、特に「ＮＴＴ」が６８．０％と大きな割

合を占めている。

○　受注先について５年度と比べると、「ＮＴＴ」は８５．７％から６８．０％と１７．７ポイント低

下し、「ＮＴＴ以外」の電気通信事業者は、７．２％から１５．３％と８．１ポイント増加している。

また、メーカや官公庁などの「その他」も７．１％から１６．７％と９．６ポイント増加している。

○　工事内容を、「設備設置工事」、「保守点検」の区分でみると、「設備設置工事」が９１．３％とほ

とんどを占めているが、５年度と比べると、「保守点検」は７ポイント増と大きく伸びている。
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＜　今後の事業展開・経営上の問題点　＞

―　高度化・多様化した情報通信工事技術に高い意欲

経営上の問題点は「工事単価」が低いこと　　　　―

「光ファイバケーブル工事」をはじめ「移動通信設備工事」などにほとんどの事業者が取り組ん

でいる。

また、経営上の問題点として「工事単価が低い」を半数以上の事業者が挙げている。

○　いくつかの技術に対する動向をみると、６年度調査で「既に取り組んでいる」割合が８８．９％で

あった「光ファイバケーブル工事」については、今回調査では全ての事業者が既に取り組んでいる状

況となっている。

また、「移動通信設備工事」、「ＣＡＴＶ設備工事」、「ＬＡＮ工事」についても９０％前後が既に取り

組んでおり、「今後取り組む」事業者と合わせると、ほとんどの事業者が新技術の取組に意欲的である。

○　「ＶＯＤ設備工事に既に取り組んでいる」事業者は、３５．３％であるがＣＡＴＶの進展に期待し、

「今後取り組む」としている事業者が半数以上となっている。
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○　経営上の問題点として過半数の事業者が挙げているのは「工事単価が低い」が５７．９％であり、「社

員教育の不足」が４２．１％、「経験者・熟練者の確保が困難」などが３１．６％と高い比率になって

いる。

○　６年度調査と比べると、人材面で「経験者・熟練者の確保が困難」が低下している反面、「社員教育

の不足」の割合が増加している。また、「受注時期が不安定」及び「設備の高度化の遅れ」が大きく低

下している。
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（３）有線テレビジョン放送設備設置工事業

＜　事業の概要　＞

資本金１億円未満の事業者が全体の７３．６％を占める一方、１０億円以上の事業者も１３．４％

と比較的多い。有線テレビジョン放送事業者の年間売上高は、一事業者当たり６．８億円であるが、

会社全体の売上高に占める割合は１．７％と僅少。

○　経営組織は、９４．４％の事業者が「株式会社」の形態をとっている。

「有限会社」が４．８％、「個人経営」が０．８％となっている。

○　資本金が「１０００万円以上３０００万円未満」の事業者が５１．５％と一番多く、次いで「３０

００万円以上５０００万円未満」の事業者が１０．８％を占めている。また、「１億円未満」の事業者

が７３．６％を占める一方、「１０億円以上」の事業者も１３．４％と比較的高い割合となっている。

○　有線テレビジョン放送設備設置工事業務の平成７年度売上高（実績額）は、一事業者当たり６億７

千５百万円となっている。会社全体の売上高に占める「有線テレビジョン放送設備設置工事業務」の

売上高は平均１．７％となっている。

○　有線テレビジョン放送設備設置工事の平成７年度の平均従業者数は１７．１人である。このうち、

常時雇用従業者は１２．９人で７５．７％を占め、常時雇用以外の従業者は２．３人、１３．６％を

占めている。
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＜　有線テレビジョン放送設備設置工事の業務内容　＞

―　受注先はケーブルテレビ事業者が６９％　―

有線テレビジョン放送設備設置工事の受注先は「ケーブルテレビ事業者」が６９％、ビル・高架

道路の電波障害対策やビル共聴などの工事で、ケーブルテレビ事業者以外からの受注が３１％とな

っている。

○　有線テレビジョン放送設備設置工事の受注先でみると、「都市型ケーブルテレビ事業者」が４１．０％、

「ケーブルテレビ事業者（都市型以外）」が２８．４％で、「その他」（電波障害等の共聴設備）の設置

工事は３０．７％を占めている。５年度と比べると、ビル・高架道路の電波障害対策やビル共聴など

の工事の増加のため、ケーブルテレビ事業者以外からの受注の比率が高くなっている。

○　工事内容を、「設置工事」、「保守点検」、「システム設計」の区分で分けると、「設置工事」が８２．

０％、「保守点検」は１０．１％、「システム設計」は８．０％の割合になっている。５年度と比べる

と「システム設計」（２．６ポイント増）、「保守点検」（２．１ポイント増）の割合が高くなっている。
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＜　今後の事業展開・経営上の問題点　＞

―　新しいＣＡＴＶ技術への取組に意欲的

経営上の問題点は、工事単価、受注時期の不安定　―

今後取り組みたいものとしては「ＶＯＤ設備工事」が５４．８％、「ＣＡＴＶ電話工事」が５０．

８％と半数以上になっている。

また、経営上の問題点としては、工事単価が低いことや、受注面や人材面の問題を半数以上の事

業者が挙げている。

○　いくつかの技術に対する取組の動向をみると、「既に取り組んでいる」比率が最も高いのは「光ファ

イバケーブル工事」の６４．８％であり、「今後取り組む」事業者と合わせると、９３．９％という高

い比率になる。

また、携帯電話やＰＨＳの基地局の大幅な増加やＬＡＮの普及に伴い「移動通信設備工事」及び「Ｌ

ＡＮ工事」についても半数前後の事業者が既に取り組んでいる。

○　「ＣＡＴＶ電話工事」「ＶＯＤ設備工事」に「既に取り組んでいる」事業者はそれぞれ２９．６％、

１６．１％であるが、ＣＡＴＶの進展に期待し、「今後取り組む」としている事業者が半数以上となっ

ている。
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○　経営上の問題点としては「工事単価が低い」、「受注時期が不安定」、「経験者・熟練者の確保が困難」

の３つが５０％以上となっており、特に「工事単価が低い」とする事業者の割合が７２．９％と目立

って高い。

○　６年度調査と比べると、「設備の高度化の遅れ」が大きく低下しているほか、「受注時期が不安定」、

「従業者数の確保が困難」等が低下している。



Ⅲ 調 査 結 果
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１　放送番組制作業

メディアの多様化と技術革新のなかで、放送は各種の情報を国民に提供し、国民生活や社会経済文化活

動等において大きな役割を果たしている。そのなかでも放送番組ソフトを制作する放送番組制作業の現状

について概観する。

本調査における「放送番組制作業（業務、事業）」とは「テレビ放送番組制作」、「テレビコマーシャル制

作」、「ラジオ放送番組制作」及び「ラジオコマーシャル制作」を行う事業者をいう。

注：放送番組制作業に関する調査は、平成４年度、平成６年度、平成７年度の実施に続き、今回は４回

目の調査となる。

（１）企業の特性

ア　経営組織

経営組織に関しては、「株式会社」が最も多く、全体の８６．７％を占めている。次いで「有限会社」

が１３．０％、「個人経営」が０．３％の順である（表１－１参照）。

前回調査（平成７年１１月調査）に比べて、「株式会社」が３．２ポイント増加し、「有限会社」は

逆に１．８ポイント減少している。

イ　資本金額

株式会社・有限会社（有効回答２７７社）の資本金額（または出資金額）の回答状況をみると、資

本金「１，０００万円以上～３，０００万円未満」が最も多く１８０社、６５％で、次が「５，００

０万円以上～１０，０００万円未満」の３３社、１１．９％、「１万円以上～５００万円未満」「３，

０００万円以上～５，０００万円未満」が同数で、２３社、８．３％となっており、「５，０００万円

未満」が全体の８３．８％を占めている（表１－２参照）。

区 分 事業者数
株式会社 293 86.7 （83.5）
有限会社 44 13.0 （14.8）
個人経営 1 0.3 （1.1）
その他 0 0.0 （0.6）
合 計 338 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
〔単位：社、％〕

表1－1　経営組織（回答数N＝338）
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ウ　放送番組制作業務の開始時期

テレビ番組制作業務、テレビＣＭ制作業務、ラジオ番組制作業務、ラジオＣＭ制作業務の開始時期

をみると、いずれの業務についても「昭和５６年～平成２年」が一番比率（４４％～５０％）が高く、

次いで「昭和４６年～昭和５５年」と「平成３年以降」が１６％～２２％でほぼ同じ比率となってい

る。（表１－３参照）。

業務区分 昭和 昭和 昭和 昭和　平成 平成 合計
35年以前 36～45年 46～55年   56～2年 3年以降

テレビ番組制作 18 17 40 119 44 238
（7.6） （7.1） （16.8） （50.0） （18.5） （100.0）

テレビCM制作 8 13 36 75 35 167
（4.8） （7.8） （21.6） （44.9） （21.0） （100.0）

ラジオ番組制作 8 8 17 39 14 86
（9.3） （9.3） （19.8） （45.3） （16.3） （100.0）

ラジオCM制作 7 6 15 35 15 78
（9.0） （7.7） （19.2） （44.9） （19.2） （100.0）

（注） （　）内は構成比を示す。

〔単位：社、％〕表1－3　業務別・開始時期別事業者数（N＝270）

事業者数 構成比 事業者数 構成比 事業者数 構成比

以上　 未満 
1　～ 500 － － 23 63.9 23 8.3

500　～ 1,000 － － 6 16.7 6 2.2
1,000　～ 3,000 173 71.8 7 19.4 180 65.0
3,000　～ 5,000 23 9.5 0 0.0 23 8.3
5,000　～ 10,000 33 13.7 0 0.0 33 11.9

10,000　～ 20,000 3 1.2 0 0.0 3 1.1
20,000　～ 50,000 6 2.5 0 0.0 6 2.2
50,000　～ 100,000 0 0.0 0 0.0 0 0.0

100,000　～ 200,000 0 0.0 0 0.0 0 0.0
200,000　～ 500,000 1 0.4 0 0.0 1 0.4
500,000　～ 2 0.8 0 0.0 2 0.7

241 100.0 36 100.0 277 100.0

表1－2　資本金額別の事業者数（N＝277） 〔単位：万円、社、％〕

資本金額の範囲

合 計
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エ　開設形態別事業者数

テレビ番組制作業務、テレビＣＭ制作業務、ラジオ番組制作業務、ラジオＣＭ制作業務のうち、最

も早く開始した業務の開設形態については、「創業・創設」が６割を超えている。次いで「他の企業か

ら分離・独立」、「企業内の一部門として」となっており、純粋に業種転換した「他の事業からの転換」

は１．２％と極めて少数である（表１－４参照）。

オ　参入前業種の状況

前項の調査で「他の企業から分離・独立」、「他の事業からの転換」、「企業内の一部門として」を回

答した９４社について放送番組制作業参入前の業種を表１－５に示す。「不明」の２社を除き、「テレ

ビ放送業」が４７．８％（４４社）である。この４４社について開設形態をみると、「他の企業から分

離・独立」が２９社となっている。これはテレビ放送業者が制作部門を分離・独立したケースの多さ

を示している。

次いで「映画制作業」１２．０％、「ラジオ放送業」６．５％の順となっている。

「その他」は２８．３％であるが、コメントのあった業種は、「舞台関係」、「テレビ・ラジオホール

の美術・ＣＧ」、「イベント企画制作」、「音楽出版」、「写真」、「機器メンテナンス」、「音響・音楽録音」、

「照明・タイトル制作」、「ＢＧＭ業」などである。

開設形態区分 事業者数
創業・創設 164 63.6 （60.6）
他の企業から分離・独立 54 20.9 （23.3）
企業内の一部門として 37 14.3 （14.9）
他の事業からの転換 3 1.2 （1.2）

合 計 258 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表1－4　開設形態別事業者数（N＝258）　　　　　　〔単位：社、％〕

業種区分 事業者数
テレビ放送業 44 47.8 （30.8）
映画制作業 11 12.0 （11.1）
ラジオ放送業 6 6.5 （15.4）
広告業 5 5.4 （14.5）
その他 26 28.3 （28.2）

合 計 92 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表1－5　参入前業種の状況（N＝92）　　　　〔単位：社、％〕
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カ　子会社、関連会社の保有状況

子会社、関連会社を保有している事業者は７３社、２７．９％で、保有していない事業者が７割を

超えている（表１－６参照）。前回調査と比べると保有している事業者の比率は、３．１ポイント低下

している。

子会社、関連会社を保有している事業者７３社について、その子会社、関連会社数の合計を表１－

７に示す。

子会社、関連会社の業種でみると、「映画・ビデオ制作業」が一番多く、次いで「広告業」、「情報サ

ービス業」となっており、この３業種で全体の５９．６％を占めている。また出資比率でみると、「５

０％超～１００％」のいわゆる「子会社」が４６．２％で前回調査と比べその割合が低くなっている。

30 1 2 5 0 3 19 60 28.8 （37.2）
18 2 0 2 1 0 13 36 17.3 （17.5）
52 8 2 6 5 1 38 112 53.8 （45.3）

100 11 4 13 6 4 70 208 100.0 （100.0）

20％以上～50％以下
合 計

合

計

表1－7　子会社、関連会社数合計（N＝73） 〔単位：社、％〕

　　　　　　　　　　　　 業種

　
　出資比率 （前回調査）

100%
50％超～100％未満

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
業

リ
ー

ス
業

そ
の
他

映
画
・
ビ
デ
オ
製
作
業

情
報
サ
ー

ビ
ス
業

不
動
産
業

広
告
業

有無区分 事業者数
子会社、関連会社がある 73 27.9 （31.0）
子会社、関連会社はない 189 72.1 （69.0）

合 計 262 100.0 （100.0）

表1－6　子会社、関連会社の有無（N＝262）　〔単位：社、％〕
構成比（前回調査）
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（２）運営業務の売上・費用等の状況

ア　会社全体の売上高

平成７年度と平成８年度の会社全体の売上高について回答を求めた。各年度の平均をとってみると、

平成８年度は２．５％の増加を見込んでいる（表１－８参照）。

イ　会社全体の売上規模別の放送番組制作業務の売上高

平成７年度について売上高規模別の事業者数、売上高及び放送番組制作業務にかかわる売上高の占

める比率を表１－９に示す。

放送番組制作業務の売上高の占める比率がもっとも大きいのは、会社全体の売上高規模「１，００

０万円以上５，０００万円未満」の事業者である。

会社全体の売上高規模が「５００，０００万円以上」の事業者において放送番組制作業務の占める

割合が少なくなっているが、売上高が「５００，０００万円未満」の規模の事業者においては顕著な

差はみられない。

区 分 平成7年度実績 平成8年度見込 8／7
売上高合計 31,352,380 32,124,310 102.5
1社平均売上高 130,635 133,851

表1－8　会社全体の売上高（N＝240）　　　〔単位：万円、％〕

会社全体の 放送番組制作 全体に占
売上高 業務の売上高 める割合

以上 　 未満 

～ 1,000 2 1,754 780 44.5
1,000　～ 5,000 24 77,674 60,357 77.7
5,000　～ 10,000 19 133,349 89,008 66.7

10,000　～ 50,000 110 2,823,330 1,741,144 61.7
50,000　～ 100,000 33 2,357,716 1,253,175 53.2

100,000　～ 200,000 30 4,116,322 2,783,268 67.6
200,000　～ 500,000 11 3,207,206 1,510,238 47.1
500,000　～ 12 21,253,560 5,751,790 27.1

241 33,970,911 13,189,760 38.8

表1－9　売上規模別の事業者数（N＝241） 〔単位：社、万円、％〕

合 計

規模区分
事業者数

会社全体の売上高
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ウ　資本金規模別の売上高

同様に、資本金額規模別の事業者数、会社全体の売上高及び放送番組制作業務にかかわる売上高の

占める比率を示す（表１－１０参照）。

エ　従業者規模別の売上高

平成７年度の売上高及び放送番組制作業務の売上高の占める比率を、会社全体の常時雇用従務者の

規模別の事業者数で表１－１１に示す。「従業者規模３００人以上」で放送番組制作業の売上高の占め

る比率が少ないが、他は、５０％～６０％の比率となっている。

会社全体の 放送番組制作 全体に占
売上高 業務の売上高 める割合

以上　 未満 
500 22 158,908 126,332 79.5

500　～ 1,000 5 61,023 22,578 37.0
1,000　～ 3,000 153 7,199,364 3,826,926 53.2
3,000　～ 5,000 21 3,249,457 2,087,286 64.2
5,000　～ 10,000 29 4,692,439 2,552,533 54.4

10,000　～ 20,000 2 1,094,528 92,778 8.5
20,000　～ 50,000 5 2,869,555 2,492,475 86.9
50,000　～ 100,000 0 0 0 0.0

100,000　～ 3 14,626,637 1,974,252 13.5
240 33,951,911 13,175,160 38.8合 計

〔単位：社、万円、％〕表1－10　資本金規模別の売上高（N＝240）

資本金額規模 事業者数

会社全体の 放送番組制作 全体に占
売上高 業務の売上高 める割合

以上　 未満 
1　～ 10 67 915,998 544,377 59.4

10　～ 50 112 6,303,864 3,399,528 53.9
50　～ 100 26 4,196,921 2,020,965 48.2

100　～ 300 18 6,138,676 3,851,993 62.7
300　～ 4 15,665,263 2,853,288 18.2

227 33,220,724 12,670,151 38.1合 計

〔単位：人、社、万円、％〕
表1－11　従業者規模別の売上高（N＝227）

従業者規模 事業者数
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オ　放送番組制作内容ごとの売上高比率

放送番組制作業務による売上高と放送番組制作内容ごとの売上高比率から、放送番組制作内容ごと

の売上高を計算し、有効回答２１９社の売上高比率を算出した。

「テレビ」の比率が９６．１％と圧倒的に大きく、前回調査と比べると０．６ポイント増加してお

り、「ラジオ」は３．９％にすぎない。

「テレビ」の内訳について見ると、「テレビ番組制作」が８３．８％、「テレビＣＭ制作」が１２．

３％となっている。

前回調査に比べると「テレビＣＭ制作」の割合が０．８ポイント減少している。

全体を「企画・制作」と「技術業務」に分けた比率でみると、「企画・制作」が７４．８％、「技術

業務」は２５．２％という割合になっている（表１－１２参照）

カ　専業の状況

前項までと同じ有効回答について、専業の度合いを把握するため、売上高全体に占める放送番組制

作業務にかかわる売上高比率の分布をみると、売上高比率が５０％以上である「主として放送番組制

作業務」を行っている事業者は、６３．１％と過半数を占めており、また前回調査と比べて３．６ポ

イント低くなっている。

なお、「売上高比率１００％」の事業者は１９．１％である（表１－１３参照）。

構成比 構成比
（前回） （前回）

企画・制作 60.6 企画・制作 2.9
（67.4） （3.3）

技術業務 23.2 技術業務 0.6
（15.0） （0.7）

企画・制作 11.0 企画・制作 0.3
（11.5） （0.4）

技術業務 1.3 技術業務 0.1
（1.6） （0.1）

小 計 96.1 小 計 3.9
（95.5） （4.5）

100.0

CM制作
テレビ

テレビ・ラジオ　合計

表1－12　放送番組制作内容ごとの売上高比率（N＝219） 〔単位：％〕

業務の区分 業務の区分

ラジオ

番組制作

CM制作

番組制作
������������������������������������������������������������ ������������������������������

������������������������������������������������������������ ������������������������������

�����������������������������

�����������������������������

事業者数

100% 46 19.1 （21.7）
80以上　～ 100未満 54 22.4 （22.7）
50以上　～ 80未満 52 21.6 （22.3）
30以上　～ 50未満 32 13.3 （12.5）
10以上　～ 30未満 36 14.9 （12.5）
0以上　～ 10未満 21 8.7 （8.3）

241 100.0 （100.0）合 計

表1－13　売上高全体に占める放送番組制作業務にかかわる売上高比率の分布
（N＝241）　〔単位：社、％〕

構成比（前回調査）区 分
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キ　年間売上高に占める各業務の割合

平成７年度について、年間売上高に占める各業務の割合について回答を求めた。この比率により、

各業務毎の売上高を計算し、全体の中での構成比率を算出した（表１－１４参照）。

「放送番組制作業務」が４８．５％と最も高く、次が「舞台制作」１４．５％、「ビデオ・映画制作

業務」１２．０％となっている。

「その他」の業務についてコメントのあったものは、「物品販売」、「マルチメディア関連」「音響照

明」、「著作権収入」、「ＣＧ制作」、「出版」、「フィルム現像焼付」、「スタジオレンタル」などである。

ク　費用の状況

会社全体の費用と放送番組制作業務の比率について、すべて記載された有効回答９５社について、

放送番組制作業務にかかる費用を計算し、９５社全体での放送番組制作業務の比率を算出した（表１

－１５参照）。

費用の中では「人件費」の占める比率が４４．９％と一番高くなっており、次いで「賃借料」の３

８．１％となっている。

また、会社全体に占める放送番組制作業務の売上高の割合は３８．８％（表１－１０）であるが、

放送番組制作業務の費用の比率は３２．１％と約７％低くなっている。

業務の区分 売上高
放送番組制作業務 7,622,951 48.5 （56.3）
ビデオ・映画制作業務 1,891,235 12.0 （14.2）
広告業務 463,098 2.9 （11.1）
要員派遣業務 250,459 1.6 （4.5）
イベント企画・興業 304,116 1.9
舞台制作 2,270,598 14.5
音楽（CD等）制作販売 9,799 0.1
その他 2,892,956 18.4 （13.9）

合　　計 15,705,212 100.0 （100.0）

表1－14　年間売上高に占める各業務の割合（N＝115）〔単位：万円、％〕
構成比（前回調査）

費用の区分 会社全体の費用
放送番組制作業務

にかかる費用
放送番組制作業務

の費用の比率

人件費 2,400,485 1,076,766 44.9
貸借料 154,293 58,759 38.1
減価償却費 213,022 29,097 13.7
その他の経費 3,174,099 745,628 23.5

合 計 5,941,899 1,910,250 32.1

表1－15　会社全体の費用及び放送番組制作業務の費用と比率
（N＝95）　〔単位：万円、％〕
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（３）事業用資産・設備の状況

ア　放送番組制作業務にかかわる固定資産取得

固定資産のうち、放送番組制作業務にかかわる固定資産取得状況について、平成７年度と平成８年

度の２年分の回答を求めた。有形固定資産が各費目とも大きく減少する一方、無形固定資産は、４．

１％の増加となっている（表１－１６参照）。

イ　施設・設備の保有状況

施設・設備の保有状況について回答のあった１９２社の合計を表１－１７に示す。

「スタジオ」、「編集室」、「マルチオーディオルーム」など番組制作業務の基本的施設の買取比率が

６０％～８０％と比較的高くなっている。

なお、「その他」の施設・設備でコメントのあったものは「中継車」、「音響機材」、「番組送出設備」

等である。

平成7年度実績額 平成8年度見込額 8／7
建物及び構築物 26,821 22,712 84.7

有形固定資産 機械及び装置 145,599 105,129 72.2
土地 19,820 13,209 66.6
その他 8,454 5,258 62.2

40,856 42,529 104.1
241,550 188,837 78.2

区 分

合 計
無形固定資産

表1－16　放送番組制作業務にかかわる固定資産取得状況
（N＝56）　〔単位：万円、％〕
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リース・
レンタル 買取 リース 買取 リース

VTR 714 437 1,151 62.0 38.0 57.4 42.6
カメラ 463 363 826 56.1 43.9 56.3 43.7
編集用機材 339 339 678 50.0 50.0 51.2 48.8
コンピュータ 172 180 352 48.9 51.1 34.4 65.6
編集室 131 62 193 67.9 32.1 54.6 45.4
スタジオ 58 13 71 81.7 18.3 60.9 39.1
マルチオーディオルーム 30 15 45 66.7 33.3 55.3 44.7
その他 145 36 181 80.1 19.9 65.7 34.3

前回調査
区 分

〔単位：台、箇所、％〕表1－17　施設の保有状況（N＝192）

買取 合計
構成比
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前記施設・設備の取得時期について、表１－１８に示す。

昭和35年
以前

昭和36年
～45年

昭和46年
～55年

昭和56年
～平成2年

平成3年
以降

合計

VTR 買取 0 0 0 22 46 68
リース 2 2 7 36 40 87

カメラ 買取 0 0 0 28 52 80
リース 2 2 4 40 24 72

編集用機材 買取 0 0 1 33 49 83
リース 3 0 0 14 46 63

コンピュータ 買取 0 0 0 9 57 66
リース 2 2 6 28 24 62

編集室 買取 0 0 1 16 16 33
リース 1 2 2 19 9 33

スタジオ 買取 0 0 0 5 5 10
リース 1 1 0 7 12 21

マルチ・オーディオルーム 買取 0 0 0 3 8 11
リース 0 2 0 8 7 17

その他 買取 0 0 0 3 9 12
リース 0 0 0 0 0 0

区 分

〔単位：社〕表1－18　施設・設備の取得状況
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（４）従業員と労働環境

本調査では、「常時雇用従業者」とは、期間を定めずに又は１か月以上の期間を定めて雇用されている

者及び臨時・日雇・パートタイマーという名称の者でも、調査日までの２か月間にそれぞれ１８日以上

事業所に雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている者とした。

ア　従業者数の推移

平成７年度、８年度のすべてに記載のある有効回答２５２社の従業者数の合計を表１－１９に示す。

７年度と８年度を比べると、会社全体では横ばいであるが、放送番組制作業務では、１．９％と僅か

ながら増加している。内容を見ると「常時雇用従業者」が増加している反面、「有給役員」及び「常時

雇用以外の従業者」は減少している。

なお、放送番組制作業務における従業員の構成比は、「常時雇用従業者」が約８０％、「常時雇用従

業者以外の従業者」が約１５％、「有給役員」が約５％となっており、「常時雇用従業者」の比率が高

いが、ちなみに民間放送事業における構成比と比べると８ポイント程度低くなっている。

（参考）民間放送事業における従業員の構成比（平成７年度）：「常時雇用従業者」８８．０％、「臨時・パートタイム」

７．２％（「通信産業実態調査」（平成８年７月調査）による。）

イ　平均年間総実労働時間及び平均年間休日日数

平均年間総実労働時間、平均年間休日日数のどちらも２年分が記入されている回答について年平均

を算出した（表１－２０参照）。

休日日数は、平成７年度の９９．７日に対し平成８年度見込みは１０１．３日とみており１．６日

増加している。総実労働時間は、平成７年度の２，１６６．３時間に対して平成８年度見込みは２，

１３３．５時間とみており３２．８時間減少している。

なお、「毎月勤労統計調査」（労働省）の全産業（従業者数５人以上）の平均年間労働時間の平成７

年１，９１２時間及び平成８年１，９１９時間と比較すると、２００時間ほど多い。

区 分

7’ 8’ 増減 7’ 8’ 増減 7’ 8’
有給役員 688 682 ▲ 6 297 295 ▲ 2 5.4 5.3
常時雇用従業者 8,097 8,149 +52 4,351 4,483 +132 79.1 80.0
常時雇用以外の 1,198 1,156 ▲ 42 851 825 ▲ 26 15.5 14.7
従業者

合 計 9,983 9,987 +4 5,499 5,603 +104 100.0 100.0

（注）「7’」は平成7年度実績、「8’」は平成8年度見込みを示す。

（N＝252）　〔単位：人、％〕表1－19　従業者数の推移

会 社 全 体 放送番組制作業務
放送番組制作業務

における構成比
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ウ　採用状況及び離職状況

放送番組制作業務に携わる常時雇用従業者の採用状況について、「新卒」と「中途」に分けて３年分

の回答を求めた。採用・離職について、３年間記載された有効回答２０６社の合計を表１－２１に示

す。

平成８年度は「新卒」の採用が増加し、「中途」の採用が減少し、全体では微増となっている。

平成９年度の採用予定は、「新卒」・「中途」ともに手控えた計画となっており、減少しているが、離

職者が大幅に減少する計画になっていることによるものである。

なお、「離職者数」については、年々減少傾向にある。

エ　放送番組制作業務に携わる専門職

平成８年３月末現在（または平成８年１０月３１日現在）の専門職の人数及び不足感について回答

を求めた。一番人数の多い職種は「カメラマン・カメラマン助手」の１，５１９人（１社当たり６．

１人）、次いで「ディレクター」の１，３６６人（１社当たり５．４人）となっている。

放送番組制作業務に携わる専門職の不足感についてみると、「ディレクター」および「制作デスク（管

理・経理）」が、不足感の強い職種となっている。なかでも「番組制作内容に影響するほどの不足」と

回答した事業者はそれぞれ３２社、２２．４％、２０社、２１．３％である。

一方、「不足してはいない」とする事業者の比率が最も多い職種は、「ＣＧクリエイター」の３０社、

７３．２％という結果になっている（表１－２２参照）。

なお、コメントのあった「その他」の職種としては、「ビデオエンジニア」、「効果マン」、「アナウン

サー」、「アニメーター」、「技術管理者」、「衣装・メーク制作助手」などである。

区 分 増 減
合 計 平 均 合 計 平 均

総実労働時間 374,766 2166.3 369,096 2133.5 ▲ 32.8
休日日数 17,251 99.7 17,533 101.3 +1.6

7年度実績 8年度見込

表1－20　平均年間総実労働時間と平均年間休日日数（N＝173）
〔単位：時間、日〕

平成7年度 平成8年度 平成9年度 8/7 9/8
実 績 見 込 計 画 増減 増減

新卒 332 366 279 +34 ▲ 87
採用者数 中途 310 289 143 ▲ 21 ▲ 146

計 642 655 422 +13 ▲ 233
449 339 112 ▲ 110 ▲ 227離職者数

区 分

〔単位：人〕表1－21　採用・離職状況（N＝206）
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専門職別
構成比 1 2 3 合 計

ディレクター 1,366 18.2 32 79 32 143
アシスタントディレクター 1,101 14.7 20 88 47 155
プロデューサー 610 8.1 12 44 32 88
アシスタントプロデューサー・制作主任 259 3.5 23 67 31 121
カメラマン・カメラマン助手 1,519 20.3 5 51 76 132
制作デスク（管理・経理） 484 6.5 20 41 33 94
編集・編集助手 553 7.4 12 39 39 90
録音・録音助手 693 9.2 7 20 31 58
照明・照明助手 385 5.1 4 15 31 50
美術デザイナー 127 1.7 8 15 31 54
CGクリエイター 96 1.3 1 10 30 41
その他 300 4.0 30 118 39 187

合 計 7,493 100.0 174 587 452 1,213

        「1」：「番組制作内容に影響するほどの不足」
        「2」：「不足しているが制作内容には影響がない」
        「3」：「不足してはいない」

〔単位：人、％、社〕表1－22　放送番組制作業務に携わる専門職（N＝251）

職種区分 専門職数
不足を感じる程度

（注）不足を感じる程度
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（５）運営業務の実態

ア　契約の形態

テレビ放送番組制作にかかわる契約の形態では「放送局からの企画持込」が４７．５％と一番高い

比率で、次が「貴社からの企画持込」の３４．３％となっている（表１－２３参照）。

また、前回調査と比べると、「放送局からの企画持込」、「貴社からの企画持込」及び「企画入札契約」

の比率が増加している反面、「代理店からの企画持込」は減少している。

イ　著作権の所在

放送番組制作事業者が平成７年度に制作したテレビ番組（ＣＭは除く。）の契約における著作権の所

在について調査した。

平成７年度に制作したテレビ番組の著作権の帰属は、「放送権」、「２次利用権」ともに「放送局の所

有」が一番多く、それぞれ８０．８％、７１．１％となっており、放送局の優位性がうかがわれる。

「放送局が所有」する著作権について、期限の区分ごとの内訳をみると、「無期限（期限の明示なし）」

が「放送権」で５４．８％、「２次利用権」でも５２．９％となっている一方、放送番組制作事業者単

独の所有となっているのは「放送権」で７．２％、「２次利用権」でも１１．３％にとどまっている（表

１－２４参照）。

契約形態区分
貴社からの企画持込 34.3 （32.6）
代理店からの企画持込 11.8 （14.6）
放送局からの企画持込 47.5 （43.2）
企画入札契約 3.2 （2.5）
その他 3.1 （7.1）

合 計 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表1－23　契約の形態（N＝222） 〔単位：％〕

〔単位：％〕
放送権 2次利用権

7.2 11.3
12.0 17.6

2年未満 16.4 12.0
放送局が所有 2年以上 9.6 6.2

無期限（期限明示なし） 54.8 52.9
100.0 100.0合      計

表1－24　著作権の所在状況（N＝130）
著作権所有区分

貴社が所有
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ウ　テレビ放送番組の２次利用の状況

２次利用権のあるテレビ放送番組（ＣＭを除く）を有する事業者に、２次利用の状況を調査した。

２次利用の状況について回答があった１３３社のうち、現在２次利用を行っているのは、６８社（５

１．１％）でほぼ半数となっている。

現在、２次利用を行っている６８社について、２次利用の内容を見ると、「ビデオ化」への２次利用

が４８社（７０．６％）と最も多く、次いで「衛星放送（ＣＳを含む）番組としての利用」（２２社、

３２．４％）、「ＣＡＴＶ放送番組として利用」（２０社、２９．４％）となっており、一方「ゲームソ

フトへの利用」（６社、８．８％）や「出版への利用」（１４社、２０．６％）は低くなっている。現

在の２次利用は、テレビ放送番組をそのまま加工せず他のメディアの番組としての利用するものが中

心となっている。

「その他」の内容は、「他放送局への再販」、「ＣＭへの転用」、「海外への販売」、「再放送」等であっ

た。

エ　タイトル表示

「完パケ」番組のタイトル表示で最も比率が高いのは、「「制作協力」が貴社名」の４１．１％で、

次いで「「制作」が貴社名と局名の併記」の２３．２％であり、「「制作・著作」が貴社名のみ」はわず

かに２．０％となっており、前回調査と同様の傾向となっている。

なお、「制作」等何らかの表現で番組制作業者名がタイトル表示されるのは、７０％程度となってい

る。

「その他」の内容は「構成企画」等であった（表１－２６参照）。

表1－25　テレビ放送番組の2次利用（N＝133）  〔単位：社、％〕
利用形態 利用事業者数 構成比

1 ビデオ化 48 70.6
2 出版への利用 14 20.6
3 CATV放送番組として利用 20 29.4
4 衛星放送（CSを含む）番組としての利用 22 32.4
5 CD－ROM化 16 23.5
6 ゲームソフトへの利用 6 8.8
7 その他 6 8.8

8 現在のところ2次利用はしていない 65 48.9

（注）・複数回答があった事業者は回答のあった項目すべてに集計・計数している。

　　　・1～7の構成比は2次利用を行っている68社に対する比率。

タイトル表示区分
「制作・著作」が貴社名のみ 2.0 （1.8）
「制作・著作」が局名のみ 15.0 （16.6）
「制作」が貴社名と局名の併記 23.2 （20.9）
「制作」が貴社名のみ 6.3 （8.1）
「制作協力」が貴社名 41.1 （38.9）
タイトル表示なし 11.4 （10.9）
その他 1.0 （2.8）

合 計 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表1－26　「完パケ」番組のタイトル表示（N＝213） 〔単位：％〕
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（６）今後の事業展開

以下の分析では、更に「企画・制作を主とする事業者」と「技術を主とする事業者」についてもふれ

てみる。放送番組制作業務において、「企画・制作系の事業者」とは、放送番組の企画を行い、演出・制

作の進行管理、予算管理等番組制作全般に携わる者を、また「技術系の事業者」とは、カメラ撮影、Ｖ

ＴＲ編集、スタジオ貸し、照明、音響等の番組制作における技術部門に携わる者をいう。本調査では、

どちらかの業務の売上高が放送番組制作業務全体の売上高の５０％を超えるか否かにより、「企画・制作

を主とする事業者」と「技術を主とする事業者」に区分けした。

なお、「企画・制作」が５０％を超える事業者は１５６社（７０．０％）、「技術」が５０％を超えるの

は６０社（２６．９％）、いずれも５０％とするのは７社（３．１％）であった。

ア　新しい業務及び技術への取組状況

いくつかの業務及び新しい技術について、取組の状況や展望について回答を求めた。

「放送番組制作」と「ＣＭ制作」を除いて「既に取り組んでいる」事業者の比較的多い業務は、「販

売用ソフト（ビデオ等）」と「イベント博展関係」で、それぞれ６３．４％、５４．４％である。この

ほか「衛星放送（ＣＳを含む）への番組提供（３１．５％）、「コンピュータ・グラフィックス制作」（３

０．５％）が３０％を超えている。

一方、「１年以内に取組を計画している」と「２～３年後には取り組みたい」を合わせて、今後取り

組みたいと回答したものは、「インターネット番組（画面）制作」（４１．８％）、「ＣＡＴＶへの番組

供給」（４１．７％）、「衛星放送（ＣＳを含む）への番組供給」（３８．５％）、「コンピュータ・グラ

フィックス制作」（３１．６％）となっており、ＣＡＴＶやＣＳ放送など新たな放送メディアへの番組

供給に加え、インターネットやＣＧなど新たなジャンルへの意欲がうかがわれる。

前回調査と比べて見ると、「ＣＡＴＶへの番組供給」、「販売用ソフト（ビデオ等）」、「海外への番組

販売」は、今後の取組意向が低下している一方、「既に取り組んでいる」の比率がそれぞれ６．０ポイ

ント、５．６ポイント、４．８ポイント増加しており、実際に業務化が進んでいることがうかがわれ

る。

（注）「マルチメディア制作・技術」関係業務については、前回調査では、「マルチメディア制作・技術」として

のみ質問しているため、比較はできないが、ＣＧ制作に３０．５％が既に取り組んでいることからも取組意

欲は高いものと思われる。

なお、「その他のマルチメディア業務」は、「ＣＤ－ＲＯＭ制作」、「ＤＶＤ」、「デジタル放送」、「インター

ネット放送」、「カーナビソフトプラン」等である。
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「企画・制作」と「技術業務」別に見ると、「既に取り組んでいる」業務では、「販売用ソフト（ビ

デオ等）」、「ＣＡＴＶへの番組供給」、「海外への番組販売」などで「企画・制作」が「技術業務」より

高い比率となっている一方、「現在は関心がない」業務では、「衛星放送（ＣＳを含む）への番組供給」、

「ＣＡＴＶへの番組供給」、「インターネット番組（画面）制作」などで「技術業務」が「企画・制作」

より高い比率になっているなど、「企画・制作」事業者が「技術業務」事業者に比べ、全般的に新しい

業務及び技術への取組意欲が高くなっている。

234 （92.1） 7 （2.8） 3 （1.2） 10 （3.9） 254 （100.0）

183 （77.8） 10 （4.3） 12 （5.1） 30 （12.8） 235 （100.0）

135 （63.4） 14 （6.6） 23 （10.8） 41 （19.2） 213 （100.0）

118 （54.4） 8 （3.7） 20 （9.2） 71 （32.7） 217 （100.0）

66 （31.5） 32 （15.2） 49 （23.3） 63 （30.0） 210 （100.0）

40 （20.4） 10 （5.1） 47 （24.0） 99 （50.5） 196 （100.0）

49 （24.6） 19 （9.5） 64 （32.2） 67 （33.7） 199 （100.0）

コンピュータ・グラフィックス制作 58 （30.5） 16 （8.4） 44 （23.2） 72 （37.9） 190 （100.0）

ゲームソフト制作 8 （4.6） 3 （1.7） 15 （8.7） 147 （85.0） 173 （100.0）

インターネット番組（画面）制作 30 （15.9） 26 （13.8） 53 （28.0） 80 （42.3） 189 （100.0）

その他のマルチメディア業務 17 （23.9） 20 （28.2） 34 （47.9） 71 （100.0）

32 （16.3） 14 （7.1） 38 （19.4） 112 （57.2） 196 （100.0）

16 （9.1） 2 （1.1） 29 （16.6） 128 （73.2） 175 （100.0）

5 （71.4） 2 （28.6） 0 （0.0） 7 （100.0）その他

既に取り組

んでいる

技
術
・
制
作

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア

業務内容等

放送番組制作

CM制作

販売用ソフト（ビデオ等）

イベント博展関係

2～3年後には

取り組みたい

海外への番組販売

聴覚障害者用字幕制作

衛星放送（CSを含む）への番組供給

ハイビジョン制作・技術

CATVへの番組供給

－

－

取組形態〔事業者数（カッコ内は横の構成比）〕
〔単位：社、％〕表1－27　新しい業務及び技術への取組状況（全体）

現在は関心が

ない

合 計1年以内に取組

を計画している
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141 （95.3） 2 （1.4） 1 （0.7） 4 （2.6） 148 （100.0）

101 （74.3） 7 （5.1） 9 （6.6） 19 （14.0） 136 （100.0）

84 （66.6） 6 （4.8） 13 （10.3） 23 （18.3） 126 （100.0）

68 （54.4） 8 （6.4） 12 （9.6） 37 （29.6） 125 （100.0）

41 （32.6） 25 （19.8） 30 （23.8） 30 （23.8） 126 （100.0）

25 （22.3） 5 （4.5） 23 （20.5） 59 （52.7） 112 （100.0）

29 （24.8） 14 （12.0） 40 （34.1） 34 （29.1） 117 （100.0）

コンピュータ・グラフィックス制作 34 （33.4） 11 （10.8） 18 （17.6） 39 （38.2） 102 （100.0）

ゲームソフト制作 5 （5.3） 1 （1.1） 10 （10.6） 78 （83.0） 94 （100.0）

インターネット番組（画面）制作 17 （15.7） 20 （18.5） 32 （29.6） 39 （36.2） 108 （100.0）

その他のマルチメディア業務 13 （27.7） 11 （23.4） 23 （48.9） 47 （100.0）

26 （22.4） 10 （8.6） 21 （18.1） 59 （50.9） 116 （100.0）

7 （7.3） 1 （1.0） 19 （19.8） 69 （71.9） 96 （100.0）

4 （66.7） 2 （33.3） 0 （0.0） 6 （100.0）その他

既に取り組ん
でいる

技
術
・
制
作

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア

業務内容等

放送番組制作

CM制作

販売用ソフト（ビデオ等）

イベント博展関係

2～3年後には
取り組みたい

海外への番組販売

聴覚障害者用字幕制作

衛星放送（CSを含む）への番組供給

ハイビジョン制作・技術

CATVへの番組供給

－

－

合 計

　　　　　表1－28　新しい業務及び技術への取組状況（「企画・制作」を主とする事業者）

取組形態〔事業者数（カッコ内は横の構成比）〕
〔単位：社、％〕

現在は関心が
ない

1年以内に取組
を計画している

49 （92.4） 1 （1.9） 2 （3.8） 1 （1.9） 53 （100.0）

38 （80.8） 2 （4.3） 1 （2.1） 6 （12.8） 47 （100.0）

26 （56.6） 6 （13.0） 6 （13.0） 8 （17.4） 46 （100.0）

25 （54.3） 0 （0.0） 4 （8.7） 17 （37.0） 46 （100.0）

15 （34.1） 6 （13.6） 9 （20.5） 14 （31.8） 44 （100.0）

9 （19.6） 3 （6.5） 16 （34.8） 18 （39.1） 46 （100.0）

9 （22.0） 5 （12.2） 11 （26.8） 16 （39.0） 41 （100.0）

コンピュータ・グラフィックス制作 14 （32.6） 3 （7.0） 11 （25.6） 15 （34.8） 43 （100.0）

ゲームソフト制作 2 （5.4） 1 （2.7） 1 （2.7） 33 （89.2） 37 （100.0）

インターネット番組（画面）制作 7 （18.9） 4 （10.8） 5 （13.5） 21 （56.8） 37 （100.0）

その他のマルチメディア業務 2 （15.4） 8 （61.5） 3 （23.1） 13 （100.0）

3 （7.7） 4 （10.3） 8 （20.5） 24 （61.5） 39 （100.0）

3 （7.9） 1 （2.6） 2 （5.3） 32 （84.2） 38 （100.0）

5 （71.4） 2 （28.6） 0 （0.0） 7 （100.0）その他

既に取り組ん
でいる

技
術
・
制
作

マ
ル
チ
メ
デ
ィ
ア

業務内容等

放送番組制作

CM制作

販売用ソフト（ビデオ等）

イベント博展関係

2～3年後には
取り組みたい

海外への番組販売

聴覚障害者用字幕制作

衛星放送（CSを含む）への番組供給

ハイビジョン制作・技術

CATVへの番組供給

－

－

合 計

　　　　　表1－29　新しい業務及び技術への取組状況（「技術業務」を主とする事業者）

取組形態〔事業者数（カッコ内は横の構成比）〕
〔単位：社、％〕

現在は関心が
ない

1年以内に取組
を計画している
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イ　経営上の問題点

放送番組制作事業者が抱えている経営上の問題点について回答を求めた。問題点はいくつでも挙げ

てもらったため、複数回答になっている。

問題点として回答が多いのは「受注単価が低い」（６６．１％）、「受注量の不安定」（６５．０％）

と受注関係であり、この業界の営業基盤の弱さがうかがわれる。次いで、「経験者・熟練者の確保」（５

８．３％）「社員教育の不足」（３９．４％）の人材関係が挙げられ、続いて「機材価額が高い」（３４．

６％）、「人件費が高い」（２８．０％）という経費関係の順となっている。前回調査と比べてみると、

ほぼ同じ傾向であるが、「資金の調達」、「設備の高度化」、「処理能力の不足」の比率が低下しているの

が目立つ。

業務別では、おおむね同じような回答状況ではあるが、「技術業務」にあっては、「社員教育の不足」

と「機材価額が高い」がそれぞれ５２．８％（企画制作３７．８％）、４５．３％、（企画制作２７．

７％）と高い割合を示しており、技術・設備機器の革新や映像情報に対するニーズの多様化などが進

行する中で、技術を主とする事業者の特有の問題点を表しているものと思われる。

事業者数 構成比 事業者数 構成比 事業者数 構成比

39 15.4 19 12.8 14 26.4
（14.9） （12.7） （16.7）

経験者・熟練者の確保 148 58.3 87 58.8 29 54.7
が困難 （51.1） （50.3） （56.9）

100 39.4 56 37.8 28 52.8
（36.5） （33.0） （43.1）

71 28.0 47 31.8 13 24.3

68 26.8 43 29.1 13 24.5
（33.0） （35.0） （26.4）

165 65.0 100 67.6 31 58.5
（74.0） （73.6） （72.2）

168 66.1 98 66.2 40 75.5

44 17.3 21 14.2 11 20.8
（27.9） （22.3） （40.3）

88 34.6 41 27.7 24 45.3

26 10.2 16 10.8 4 7.5
（16.2） （15.7） （13.9）

2 0.8 0 0.0 1 1.9
（6.7） （7.1） （5.6）

回答事業者数 254 148 53

（注）1.（　）内は前回調査
　　　2.全体の回答企業254社には「企画・制作」系及び「技術業務」系の区分不明のもの
　　　　53社を含む。

「企画・制作」系 「技術業務」系全 体

その他

社員教育の不足

人件費が高い

〔単位：社、％〕表1－30　経営上の問題点（複数回答）

機材価額が高い

処理能力の不足

資金の調達が困難

受注量が不安定

受注単価が低い

設備の高度化の遅れ

問　題　点

従業者数の確保が困難
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２　電気通信・有線テレビジョン放送設備設置工事業

本項では、「電気通信工事業」及び「有線テレビジョン放送設備設置工事業」（以下「当該事業」という。）

の共通項目についての集計結果を示す。

（１）企業の特性

ア　経営組織

経営組織に関しては、「株式会社」が最も多く、全体の９４．９％である。次いで「有限会社」が４．

４％、「個人経営」が０．７％の順である（表２－１参照）。

イ　資本金額

株式会社・有限会社（有効回答２４３社）の資本金額（または出資金額）の回答状況をみると、資

本金「１，０００万円以上～３，０００万円未満」が最も多く１１９社、４９．０％で、次が「３，

０００万円以上～５，０００万円未満」の２６社、１０．７％、「２０，０００万円～５０，０００万

円」が１９社、７．８％となっており、「５，０００万円未満」が全体の６４．７％を占めている（表

２－２参照）。

区 分 事業者数 構成比
株式会社 261 94.1
有限会社 12 4.4
個人経営 2 0.7
合 計 272 100.0

〔単位：社、％〕
表2－1　経営組織（N＝275）

事業者数 構成比

以上 未満 
1　～ 500 6 2.5

500　～ 1,000 6 2.5
1,000　～ 3,000 119 49.0
3,000　～ 5,000 26 10.7
5,000　～ 10,000 14 5.8

10,000　～ 20,000 15 6.2
20,000　～ 50,000 19 7.8
50,000　～ 100,000 2 0.8

100,000　～ 200,000 9 3.7
200,000　～ 500,000 11 4.5
500,000　～ 16 6.6

243 100.0

資本金額の範囲
〔単位：万円、社、％〕

表2－2　資本金別の事業者数（N＝243）

合 計
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ウ　業務の開始時期別事業者数

業務の開始時期をみると「昭和５６年～平成２年」が２８．３％を占めており、次いで「昭和４６

年～昭和５５年」が２７．９％となっている（表２－３参照）。

エ　業務を扱う事業所数

業務を扱う部門、事業所数は「１以上９以下」が全体の８９．７％となっており、一事業者平均５．

１箇所である（表２－４参照）。

オ　当該事業の開設形態

当該事業者としての開設形態は「創業・創設」が５２．９％と最も多く、次いで「企業内の一部門

として」が３６．０％となっている（表２－５参照）。

開 始 時 期 区 分 事業者数 構成比
昭和35年以前 42 17.5
昭和36年～昭和45年 49 20.4
昭和46年～昭和55年 67 27.9
昭和56年～平成2年 68 28.3
平成3年以降 14 5.8

合 計 240 100.0

表2－3　業務の開始時期別事業者数（N＝240）〔単位：社、％〕

事業者数 構成比
1以上 9以下　 208 89.7

10以上 49以下　 20 8.6
50以上 99以下　 4 1.7

100以上 0 0.0
232 100.0

部門・事業所数区分

合 計

表2－4　業務を扱う事業所数（N＝232）〔単位：社、％〕

開設形態区分 事業者数 構成比
創業・創設 119 52.9
他の企業から分離・独立 17 7.6
他の事業からの転換 8 3.6
企業内の一部門として 81 36.0

合 計 225 100.0

表2－5　開設形態別事業者数（N＝225）〔単位：社、％〕
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カ　子会社、関連会社の状況

「子会社、関連会社がある」とする事業者は当該事業全体の４０．０％、９２事業者となっている

（表２－６参照）。

有 無 区 分 事業者数 構成比
子会社、関連会社がある 92 40.0
子会社、関連会社はない 138 60.0

合 計 230 100.0

表2－6　子会社、関連会社の有無（N＝230）　〔単位：社、％〕
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（２）運営業務の売上・費用等の状況

ア　会社全体の売上高

平成７年度と平成８年度の会社全体の売上高について回答を求めた。各年度の平均をとってみると、

平成８年度は５．７％の増加となっている（表２－７参照）。

イ　会社全体の売上規模別の当該事業の売上高と比率

平成７年度の売上規模別の事業者数、売上高及び当該事業にかかわる売上高の占める比率を表２－

８に示す。当該事業の占める比率が最も大きいのは、「売上高３，０００万円以上５，０００万円未満」

の事業者であり、概ね会社全体の売上高規模が大きくなるに従って、当該事業の占める割合が低くな

る傾向にあるが、「２００，０００万円以上５００，０００円未満」を境に増加傾向に転じている。

区 分 平成7年度実績 平成8年度見込 8／7
売上高合計 808,860,965 854,588,428 105.7
1社平均売上高 3,984,537 4,209,795

表2－7　会社全体の売上高（N＝203）　　　〔単位：万円、％〕

会社全体の 当該事業 全体に占
売上高 売上高 める割合

以上 　 未満 

～ 3,000 0 0 0 0.0
3,000　～ 5,000 3 12,860 12,860 100.0
5,000　～ 10,000 14 105,127 79,174 75.3

10,000　～ 20,000 25 390,719 286,420 73.3
2,0000　～ 50,000 40 1,342,769 829,755 61.8
50,000　～ 100,000 29 2,005,724 1,008,826 50.3

100,000　～ 200,000 15 1,900,837 879,742 46.3
200,000　～ 500,000 13 3,626,601 467,346 12.9
500,000　～ 1,000,000 13 10,031,372 2,307,416 23.0

1,000,000　～ 5,000,000 38 90,386,682 32,109,681 35.5
5,000,000　～ 10,000,000 7 50,631,871 28,390,493 56.1

10,000,000　～ 9 631,984,480 12,051,835 1.9
206 792,419,042 78,423,548 9.9

表2－8　売上規模別の事業者数（N＝206） 〔単位：社、万円、％〕

合 計

事業者数会社全体の売上規模
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ウ　資本金規模別売上高

同様に、資本金額規模別の事業者、会社全体の売上高及び当該事業にかかわる売上高の占める比率

を示す（表２－９参照）。

エ　費用の状況

会社全体の費用と当該事業の比率について、すべて記載された有効回答６７社について、当該事業

にかかる費用を計算し、６７社全体での当該事業の比率を算出した（表２－１０参照）。

会社全体の 当該事業の 全体に占
売上高 売上高 める割合

以上　 未満 
0　～ 500 5 40,836 28,139 68.9

500　～ 1,000 6 96,644 73,535 76.1
1,000　～ 3,000 103 7,319,399 2,512,524 34.3
3,000　～ 5,000 20 4,640,560 771,282 16.6
5,000　～ 10,000 11 6,921,399 687,031 9.9

10,000　～ 20,000 12 12,026,039 2,437,644 20.3
20,000　～ 50,000 15 39,425,810 7,032,252 17.8
50,000　～ 100,000 2 4,058,991 3,635,068 89.6

100,000　～ 200,000 9 30,429,477 15,698,045 51.6
200,000　～ 500,000 10 59,556,409 17,600,325 29.6
500,000　～ 11 627,899,586 27,948,703 4.5

204 792,415,150 78,424,548 9.9合 計

〔単位：社、万円、％〕表2－9　資本金別売上高（N＝204）

資本金額の区分 事業者数

当該事業に 当該事業の
かかる費用 費用の比率

8,250,480 5,156,124 62.5
土地・建物 509,945 233,761 45.8
機械・設備 160,634 76,714 47.8

613,227 232,017 37.8
6,333,510 2,554,877 40.3

15,867,797 8,253,493 52.0

会社全体の費用

表2－10　会社全体の費用及び当該事業の費用と比率（N＝67）
〔単位：万円、％〕

その他の経費
合 計

費 用 の 区 分

賃借料

人件費

減価償却費
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（３）事業用資産・設備の状況

当該事業にかかわる固定資産の状況

当該事業にかかわる固定資産取得見込み額全体について記載された回答について、平成７年度実績

と平成８年度見込みを比べると「建物及び構築物」、「機器及び装置」及び「その他」が増加しており、

「土地」及び「無形固定資産」は減少しているが全体としては微増となっている。（表２－１１参照）。

平成7年度実績額 平成8年度見込額 8/7
建物及び構築物 242,965 389,582 160.3
機械及び装置 155,829 247,002 158.5
土地 264,007 109,988 41.7
その他 180,469 227,882 126.3

27,740 17,558 63.3
871,010 992,012 113.9合 計

無形固定資産

有形固定資産

表2－11　当該事業にかかわる固定資産取得状況（N＝55）
〔単位：万円、％〕

区 分
�������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
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（４）従業員と労働環境

本調査では、「常時雇用従業者」とは、期間を定めずに又は１か月以上の期間を定めて雇用されている

者及び臨時・日雇・パートタイマーという名称の者でも、調査日までの２か月間にそれぞれ１８日以上

事業所に雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている者とした。

ア　従業者数の推移

平成７年度から平成９年度までの従業者数を回答した９０事業者についての合計を表２－１２に示

す。会社全体の従業者数の推移をみると常時雇用従業者、常時雇用以外の従業者が増加しているもの

の、有給役員に関しては年度によって増減がみられる。

また、当該事業担当者の推移をみると「有給役員」、「常時雇用従業者」は、いずれも増加している。

当該事業担当者の会社全体に占める比率は、年々高くなっている。

イ　平均年間総実労働時間及び平均年間休日日数

平均年間総実労働時間、平均年間休日日数のどちらも２年分が記入されている回答について年平均

を算出した（表２－１３参照）。

休日日数は、平成７年度の１１０．４日に対し平成８年度見込みは１１２．７日とみており２．３

日増加している。総実労働時間は、平成７年度の２，０６２．９時間に対して平成８年度見込は２，

０３５．２時間とみており２７．７時間減少している。

なお、「毎月勤労統計調査」（労働省）の全産業（従業者数５人以上）の平均年間労働時間の平成７

年１，９１２時間及び平成８年１，９１９時間と比較すると、１５０時間ほど多い。

7’ 8’ 9’ 7’ 8’ 9’ 7’ 8’ 9’
有給役員 442 428 437 219 220 224 2.6 2.6 2.5
常時雇用従業者 17,060 17,181 17,614 7,570 7,711 7,989 89.8 90.0 89.9
常時雇用以外の
従業者

合 計 18,124 18,306 18,802 8,429 8,570 8,883 100.0 100.0 100.0

（注）「7’」は平成7年度実績、「8’」は平成8年度見込み、「9’」は平成9年度計画を示す。

　〔単位：人、％〕表2－12　従業者数の推移（N＝90）

639 670 7.6 7.5622 697

当該事業担当者の構成比

751 640

区 分
会社全体 当該事業担当者

7.5
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合 計 平 均 合 計 平 均
総実労働時間 377,511 2,062.9 372,439 2,035.2 ▲ 27.7
休 日 日 数 20,198 110.4 20,632 112.7 2.3

7年度実績 8年度見込

表2－13　平均年間総実労働時間と平均年間休日日数（N＝183）
〔単位：時間、日〕

区 分 増 減
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ウ　採用及び離職の状況

採用状況は、当該事業業務に携わる常時雇用従業者に関するもので、「新卒」と「中途」に分けて回

答を求めた。

採用者数・離職者数ともに減少傾向が認められる。

平成7年度 平成8年度 平成9年度 8/7 9/8
実績 見込 計画 増減 増減

新卒 1,027 863 869 ▲ 164 6
採用者数 中途 501 478 333 ▲ 23 ▲ 145

計 1,528 1,341 1,202 ▲ 187 ▲ 139
1,433 1,290 798 ▲ 143 ▲ 492離職者数

区 分

〔単位：人〕表2－14　採用・離職状況（N＝148）
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（５）今後の事業展開

いくつかの業務及び新しい技術について、取組の程度や展望についての回答を求めた。

「光ファイバケーブル工事」については既に取り組んでいると回答のあった事業者が６６．４％、「移

動通信設備工事」については、既に取り組んでいるまたは１年以内に取組を計画している事業者を合わ

せると６３．２％となり、大半の事業者は、情報通信の高度化、多様化に対応した事業展開をしている

（表２－１５参照）。

「その他」の新しい技術として、「ケーブルモデム設備工事」、「インターネット接続」等が挙げられて

いる。

（６）経営上の問題点

当該事業業者が抱えている経営上の問題点について回答を求めた。問題点はいくつでも挙げてもらっ

たため、複数回答になっている。

一番多いのは７１．６％の事業者が問題点とした「工事単価が低い」である。以下、「受注時期が不安

定」（５６．３％）、「経験者・熟練者の確保が困難」（４８．９％）、「人件費が高い」（３９．３％）と続

いている（表２－１６参照）。

「その他」として、「雪害による工事不能に苦慮している」、「新卒の上級技術者が必要」等の問題点が

挙げられている。

合計

148 （66.4） 24 （10.8） 38 （17.0） 13 （5.8） 223
100 （50.8） 24 （12.2） 43 （21.8） 30 （15.2） 197
120 （59.7） 7 （3.5） 36 （17.9） 38 （18.9） 201
56 （29.6） 23 （12.2） 73 （38.6） 37 （19.6） 189
28 （16.0） 25 （14.3） 72 （41.1） 50 （28.6） 175

14 （87.5） － 2 （12.5） － 16

んでいる
2～3年後

には取り組

VOD（ビデオ・オン・デマンド）
設備工事
その他

業務内容等

光ファイバケーブル工事
LAN工事
移動通信設備工事
CATV電話工事

している みたい

表2－15　新しい技術等への取組状況（Ｎ＝223）

現在は関心
がない

1年以内に
取組を計画

取組形態〔事業者数（カッコ内は横の構成比）〕
〔単位：社、％〕

既に取り組

問 題 点 事業者数 構成比
従業者数の確保が困難 42 18.3
経験者・熟練者の確保が困難 112 48.9
社員教育の不足 87 38.0
人件費が高い 90 39.3
資金の調達が困難 30 13.1
受注時期が不安定 129 56.3
工事単価が低い 164 71.6
設備の高度化の遅れ 27 11.8
機材価額が高い 36 15.7
処理能力の不足 35 15.3
その他 5 2.2

回答事業者数 229

表2－16　経営上の問題点（複数回答）　　〔単位：社、％〕
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３　電気通信工事業

本調査における「電気通信工事業（業務、事業）」とは、有線電気通信法に基づく電気通信設備設置工事

（維持管理業務を含む）を行う事業者をいう。

（１）企業の特性

ア　経営組織別事業者数

経営組織の形態については、回答のあった３５社すべてが「株式会社」となっている。

イ　資本金額

資本金額の回答状況をみると、資本金「２０，０００万以上～５０，０００万円未満」が最も多く

７社（２９．１％）、次いで「１０，０００万以上～２０，０００万円未満」が６社（２５．０％）と

なっており、「１０，０００万以上」が全体の９５．８％を占めている（表３－１参照）。

ウ　事業の開始時期別事業者数

電気通信工事業務を開始した時期は全体の９１．７％が「昭和３５年以前」であり、残りの８．３％

は昭和５６年～平成２年に参入している（表３－２参照）。

事業者数 構成比

以上 未満 
3,000　～ 5,000 1 4.2
5,000　～ 10,000 0 0.0

10,000　～ 20,000 3 12.5
20,000　～ 50,000 7 29.1
50,000　～ 100,000 1 4.2

100,000　～ 200,000 6 25.0
200,000　～ 500,000 3 12.5
500,000　～ 3 12.5

24 100.0

資本金額の範囲
〔単位：万円、社、％〕

表3－1　資本金別の事業者数（N＝24）

合 計

開始時期区分 事業者数 構成比
昭和35年以前 22 91.7
昭和36年～昭和45年 0 0.0
昭和46年～昭和55年 0 0.0
昭和56年～平成2年 2 8.3
平成3年以降 0 0.0

合 計 24 100.0

〔単位：社、％〕
表3－2　事業の開始時期別事業者数（N＝24）
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エ　業務を扱う事業所数

業務を扱う事業所数は「１以上９以下」が全体の６６．７％となっており、一事業者平均１４．５

箇所である（表３－３参照）。

オ　電気通信工事業の開設形態

電気通信工事業者としての開設形態は、「創業・創設」が最も多く、全体の９１．６％と突出してい

る。また、「他の企業から分離・独立」と「企業内の一部門として」がそれぞれ４．２％となっている

（表３－４参照）。

カ　参入前業種の状況

前項の調査で「他の企業から分離・独立」、「企業内の一部門として」を回答した２社について、電

気通信工事業参入前の業種はそれぞれ「電機メーカ」、「土木建設業」である。

事業者数 構成比
1以上 9以下　 16 66.7

10以上 49以下　 6 25.0
50以上 2 8.3

24 100.0

事 業 所 数

合 計

表3－3　業務を扱う事業所数（N＝24）
〔単位：社、％〕

区 分 事業者数 構成比
創業・創設 22 91.6
他の企業から分離・独立 1 4.2
他の事業からの転換 0 0.0
企業内の一部門として 1 4.2

合 計 24 100.0

表3－4　開設形態別事業者数（N＝24）
〔単位：社、％〕
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キ　子会社、関連会社の状況

「子会社、関連会社がある」とする事業者は電気通信工事業全体の９５．８％（２３社）と大部分

を占めている。（表３－５参照）。このうち、子会社、関連会社数を表３－６に示す。一事業者平均９．

０社を有しているが、出資比率５０％超の「子会社」は２２．６％、５０％以下の「関連会社」７７．

４％である。

区 分 事業者数 構成比
子会社、関連会社がある 23 95.8
子会社、関連会社はない 1 4.2

合 計 24 100.0

表3－5　子会社、関連会社の有無（N＝24）
　〔単位：社、％〕

11 0 6 5 3 22 47 22.6 （20.5）
24 1 15 3 2 10 55 26.4 （26.8）
38 4 36 1 0 27 106 51.0 （52.7）
73 5 57 9 5 59 208 100.0 （100.0）

〔単位：社、％〕表3－6　子会社、関連会社数合計（N＝23）
そ
の
他

建
設
業

不
動
産
業

電
気
通
信
業

リ
ー

ス
業

20％以上～50％以下
合 計

合

計

　　　　　　　　　　　　 業種

出資比率 （前回調査）

100%
50％超～100％未満

情
報
サ
ー

ビ
ス
業
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（２）運営業務の売上・費用等の状況

ア　会社全体の売上高

平成７年度と平成８年度の会社全体の売上高について回答を求めた。各年度の売上高と比較すると、

平成８年度は４．１％の減少となっている（表３－７参照）。

イ　会社全体の売上規模別の電気通信工事業務の売上高

平成７年度の売上高規模別の事業者数、売上高及び電気通信工事業務にかかわる売上高の占める比

率を表３－８に示す。電気通信工事業務の売上高の占める比率がもっとも大きいのは「売上高規模１

０億円未満」の事業者であるが、「売上高規模１００億円以上５００億円未満」と「売上高規模５００

億円以上１，０００億円未満の事業者も高い比率を示している。

区 分 平成7年度実績 平成8年度見込 8／7
売上高合計 83,902,967 80,457,900 95.9
1社平均売上高 3,813,771 3,657,177

表3－7　会社全体の売上高（N＝22）　　　〔単位：万円、％〕

事業者数 会社全体の 電気通信工事 全体に占
売上高 業務の売上高 める割合

以上 　 未満 

0　～ 100,000 1 55,000 55,000 100.0
100,000　～ 200,000 0 0 0 0.0
200,000　～ 500,000 0 0 0 0.0
500,000　～ 1,000,000 3 2,650,126 1,460,790 55.1

1,000,000　～ 5,000,000 13 33,400,124 26,998,121 80.8
5,000,000　～ 10,000,000 4 30,182,617 26,917,164 89.2

10,000,000　～ 1 17,615,100 9,894,217 56.2
22 83,902,967 65,325,292 77.9

表3－8　売上規模別の事業者数（N＝22） 〔単位：社、万円、％〕

合 計

会社全体の売上高規模
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ウ　資本金規模別売上高

同様に、資本金額規模別の事業者数、会社全体の売上高及び電気通信工事業務にかかわる売上高の

占める比率を示す。（表３－９参照）

エ　電気通信工事内容ごとの売上高比率

電気通信工事業務による売上高と電気通信工事内容ごとの売上高比率から、電気通信工事内容ごと

の売上高を計算し、有効回答１７社の売上高比率を算出した。電気通信事業者（ＮＴＴ）の比率が６

８．０％と大きく、ＮＴＴ以外の電気通信事業者は１５．３％となっている。その他は１６．７％と

なっている。全体を「設備設置工事」と「保守点検」に分けた比率でみると、「設備設置工事」が９１．

３％、「保守点検」は８．７％という割合になっている（表３－１０参照）。

会社全体の 電気通信工事 全体に占
売上高 業務の売上高 める割合

以上　 未満 
1　～ 3,000 0 0 0 0.0

3,000　～ 5,000 1 55,000 55,000 100.0
5,000　～ 10,000 0 0 0 0.0

10,000　～ 20,000 2 1,964,462 1,436,218 73.1
20,000　～ 50,000 6 8,233,691 4,492,308 54.6
50,000　～ 100,000 1 3,988,991 3,584,287 89.9

100,000　～ 200,000 6 18,289,306 15,495,498 84.7
200,000　～ 500,000 3 17,558,354 15,310,389 87.2
500,000　～ 3 33,813,163 24,951,592 73.8

22 83,902,967 65,325,292 77.9合 計

〔単位：社、万円、％〕表3－9　資本金規模別売上高（N＝22）

資本金額規模 事業者数

売上高
設備設置工事 31,718,902 62.9 （85.5）
保守点検 2,573,013 5.1 （0.2）
設備設置工事 7,324,039 14.5 （6.5）
保守点検 402,495 0.8 （0.7）
設備設置工事 7,020,345 13.9 （6.3）
保守点検 1,385,191 2.8 （0.8）

合 計 50,423,985 100.0 （100.0）

表3－10　電気通信工事内容ごとの売上高比率（N＝17）　　　〔単位：万円、％〕

電気通信事業者（NTT）

電気通信事業者（NTT以外）

その他

構成比（前回調査）業務の区分
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オ　年間売上高に占める各業務の割合

平成７年度について、年間売上高に占める各業務の割合について回答を求めた。この比率により、

各業務毎の売上高を計算し、全体の中での構成比率を算出した。「電気通信工事業務」が全体の８１．

１％と大半を占め、次いで「建設業務」７．９％、「情報サービス業務」の１．１％となっている（表

３－１１参照）。

カ　費用の状況

会社全体の費用と電気通信工事業務の比率について、すべて記載された有効回答５社について、放

送番組制作業務にかかる費用を計算し、５社全体での電気通信工事業務の比率を算出した（表３－１

２参照）。

業務の区分 売上高
電気通信工事業務 59,410,989 81.1 （80.1）
建設業務 5,781,129 7.9 （9.9）
不動産業務 437,266 0.6 （0.3）
電気通信業務 345,010 0.5 （1.1）
リース業務（物品賃貸業） 0 0.0 （0.0）
情報サービス業務 800,814 1.1 （2.6）
その他 6,439,533 8.8 （6.0）

合　　計 73,214,741 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
〔単位：万円、％〕

表3－11　年間売上高に占める各業務の割合（N＝20）

電気通信工事業務 電気通信工事業務
にかかる費用 の費用の比率

5,748,757 4,518,577 78.6
土地・建物 233,578 171,370 73.4
機械・設備 103,648 53,276 51.4

223,652 180,039 80.5
4,600,793 2,088,378 45.4

10,910,428 7,011,640 64.3合 計

費用の区分

賃借料

人件費

減価償却費

会社全体の費用

〔単位：万円、％〕

その他

表3－12　会社全体の費用及び電気通信工事業務の費用と比率（N＝5）
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（３）事業用資産・設備の状況

ア　電気通信工事業務にかかわる固定資産取得状況

電気通信工事業務にかかわる固定資産取得状況について、平成７年度実績と平成８年度見込を比べ

ると「建物及び構築物」、「機械及び装置」及び「その他」が増加しており「土地」及び「無形固定資

産」は減少しているが、全体としては増加している（表３－１３参照）。

イ　施設・設備の保有状況

施設・設備の保有状況を表３－１４に示す。電気通信工事業務の開始した時期が昭和３５年以前と

いう事業者が大半を占めているため、リースと比べて買い取りが多い。

なお、「その他」の施設・設備について記載のあったものは、「光ケーブル接続機」などであった。

平成7年度 平成8年度
実績額 見込額

建物及び構築物 218,830 357,328 163.3
機械及び装置 66,701 135,958 203.8
土地 254,052 78,300 30.8
その他 148,296 192,802 130.0

12,901 6,094 47.2
700,780 770,482 109.9合 計

表3－13　電気通信工事業務にかかわる固定資産取得状況（N＝14）

区 分 8/7

無形固定資産

有形固定資産

〔単位：万円、％〕
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区分 買 取 リース 合 計
クレーン車（高所作業車） 1,807 741 2,548
作業車 2,115 1,158 3,273
測定器 13,943 804 14,747
発電機 2,083 9 2,092
CAD（設計支援コンピュータ） 40 226 266
その他 864 327 1,191

表3－14　施設・設備の保有状況（N＝24）　  　   〔単位：台〕
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ウ　施設・設備の取得時期等

施設・設備の取得時期等を表３－１５に示す。施設・設備の取得時期について、「昭和５６年～平成

２年」は、「測定器」及び「その他」を除き買取が多かったが、「平成３年以降」は「測定器」を除き

リースによる取得が多くなっている。

昭和35年
以前

昭和36年
～45年

昭和46年
～55年

昭和56年
～平2年

平成3年
以降

合計

クレーン車 買取 1 0 1 12 2 16
（高所作業車） リース 0 0 0 2 10 12

買取 1 0 1 8 2 12
リース 0 0 0 5 3 8

測定器 買取 1 5 0 3 2 11
（電波・電界強度等） リース 0 0 0 4 1 5

買取 1 0 3 5 1 10
リース 0 0 0 1 2 3

CAD 買取 0 0 0 4 1 5
（設計支援コンピュータ） リース 0 0 0 2 7 9

買取 1 0 2 0 1 4
リース 0 0 0 1 2 3

発電機

その他

区 分

〔単位：社〕表3－15　施設・設備の取得時期等

作業車
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（４）従業員と労働環境

本調査では、「常時雇用従業者」とは、期間を定めずに又は１か月以上の期間を定めて雇用されている

者及び臨時・日雇・パートタイマーという名称の者でも、調査日までの２か月間にそれぞれ１８日以上

事業所に雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている者とした。

ア　従業者数の推移

平成７年度から平成９年度までの従業者数を回答した１０事業者について合計を表３－１６に示す。

会社全体、電気通信工事業務担当者ともに平成７年度、平成８年度、平成９年度と微増傾向にある。

電気通信工事業務における従業員の構成比は「常時雇用従業者」で全体の９３％、「常時雇用以外の従

業者」は６％、有給役員が１％程度となっている。

イ　平均年間総実労働時間及び平均年間休日日数

平均年間総実労働時間、平均年間休日日数のどちらも２年分が記入されている回答について年平均

を算出した（表３－１７参照）。

休日日数は、平成７年度の１２４．３日に対し平成８年度見込みは１２５．２日とみており０．９

日増加している。総実労働時間は、平成７年度の１，８０３．６時間に対して平成８年度見込は１，

７９９．２時間とみており４．４時間減少している。

なお、「毎月勤労統計調査」（労働省）の全産業（従業者数５人以上）の平均年間労働時間の平成７

年１，９１２時間及び平成８年１，９１９時間と比較すると、１００時間あまり少ない。

区 分

7’ 8’ 9’ 7’ 8’ 9’ 7’ 8’ 9’
有給役員 161 158 159 73 70 69 1.0 1.0 0.9
常時雇用従業者 9,139 9 9,312 6,535 6,608 6,790 92.6 92.8 93.1
常時雇用以外の 536 595 609 454 443 440 6.4 6.2 6.0
従業者

合 計 9,836 9,864 10,080 7,062 7,121 7,299 100.0 100.0 100.0

（注）「7’」は平成7年度実績、「8’」は平成8年度見込み、「9’」は平成9年度計画を示す。

　〔単位：人、％〕表3－16　従業者数の推移（N＝10）
電気通信工事業務

担当者の構成比

会社全体 電気通信工事業務担当者
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合 計 平 均 合 計 平 均
総実労働時間 30,662 1803.6 30,586 1799.2 ▲ 4.4
休 日 日 数 2,113 124.3 2,129 125.2 0.9

7年度実績 8年度見込

表3－17　平均年間総労働時間と平均年間休日日数（N＝17）
〔単位：時間、日〕

区 分 増 減
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ウ　採用状況及び離職状況

採用状況は、電気通信工事業務に携わる常時雇用従業者に関するもので、「新卒」と「中途」に分け

て回答を求めた。

採用者数、離職者数ともに減少傾向が認められる。

エ　職務別従業者状況

平成８年３月末現在（または平成８年１０月３１日現在）の有資格者の人数及び不足感について回

答を求めた。多い職種は「工事担任者」の６，４３６人（一社当たり３５７．６人）、次いで「電気工

事士」の３，３９９人（一社当たり１８８．８人）となっている。

電気通信工事業務に携わる資格者の不足感についてみると、「電気通信工事業務に影響するほどの不

足」と回答のあった資格は「有線テレビジョン放送技術者」、「電気工事士」である（表３－１９参照）。

なお、「その他」として、「施工管理技師」、「特殊無線技師」などの記載があった。

平成7年度 平成8年度 平成9年度 8／7 9／8
実績 見込 計画 増減 増減

新卒 667 569 552 ▲ 98 ▲ 17
採用者数 中途 286 244 183 ▲ 42 ▲ 61

計 953 813 735 ▲ 140 ▲ 78
836 771 397 ▲ 65 ▲ 374離職者数

区 分

〔単位：人〕表3－18　採用・離職状況（N＝20）
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資格者数 構成比 資格者数 構成比 1 2 3 合計
工事担任者 6,436 55.4 491 75.4 0 6 11 17
電気通信主任技術者 1,015 8.7 8 1.2 0 4 13 17
電気主任技術者 118 1.0 1 0.2 0 15 3 18
有線テレビ放送技術 375 3.2 10 1.5 1 8 9 18
者
電気工事士 3,399 29.3 133 20.4 1 5 12 18
その他 270 2.3 8 1.2 0 0 2 2

合 計 11,613 100.0 651 100.0 2 38 50 90

常時雇用以外 不足を感じる程度
〔単位：人、％、社〕表3－19　電気通信工事業務に携わる専門職（N＝18）

資格区分
常時雇用

（注）不足を感じる程度
        「1」：「業務に影響するほどの不足」
        「2」：「不足はしているが業務には影響がない」
        「3」：「不足はしていない」
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（５）今後の事業展開

いくつかの業務及び新しい技術について、取組の程度や展望についての回答を求めた。

「光ファイバケーブル工事」については全ての事業者が「既に取り組んでいる」と回答しており、「Ｌ

ＡＮ工事」「移動通信設備工事」「ＣＡＴＶ設備工事」も大部分の事業者が「既に取り組んでいる」また

は「１年以内に取組を計画している」と回答し、大半の事業者は、情報通信の高度化、多様化に対応し

た事業展開を表している（表３－２０参照）。

（６）経営上の問題点

電気通信工事業者が抱えている経営上の問題点について回答を求めた。問題点はいくつでも上げても

らったため、複数回答になっている。

一番多いのは５７．９％の事業者が問題点とした「工事単価が低い」であり、以下、「社員教育の不足」

の４２．１％「経験者・熟練者の確保」の３１．６％、「発注時期が不安定」の３１．６％と続いている

（表３－２１参照）。

問題点 事業者数
従業者数の確保が困難 1 5.3 （18.9）
経験者・熟練者の確保が困難 6 31.6 （56.8）
社員教育の不足 8 42.1 （27.0）
人件費が高い 6 31.6
資金の調達が困難 0 0 （10.8）
受注時期が不安定 6 31.6 （73.0）
工事単価が低い 11 57.9
設備の高度化の遅れ 3 15.8 （48.6）
機材価額が高い 3 15.8
処理能力の不足 5 26.3 （5.4）

回答事業者数 19

構成比（前回調査）
表3－21　経営上の問題点（複数回答）　　 〔単位：社、％〕

22 （100.0） 0 （0.0） 0 （0.0） 0 （0.0） 22
19 （86.4） 1 （4.5） 1 （4.5） 1 （4.5） 22
20 （90.9） 0 （0.0） 1 （4.5） 1 （4.5） 22
20 （90.9） 0 （0.0） 2 （9.1） 0 （0.0） 22
6 （35.3） 4 （23.5） 5 （29.4） 2 （11.8） 17
2 （100.0） 0 （0.0） 0 （0.0） 2－

VOD設備工事
その他

光ファイバケーブル工事
LAN工事
移動通信設備工事
CATV設備工事

〔単位：社、％〕

ている

表3－20　新しい技術等への取組状況（Ｎ＝22）

1年以内に取
組を計画し

業務内容等 2～3年後には
取り組みたい

現在は関心
がない

取組形態〔事業者数（カッコ内は横の構成比）〕

既に取り組ん
でいる
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４　有線テレビジョン放送設備設置工事業

本調査における「有線テレビジョン放送設備設置工事業」とは、有線テレビジョン放送法に基づく有線

テレビジョン放送施設の設置工事（維持管理業務を含む）を行う事業者をいう。

（１）企業の特性

ア　経営組織

経営組織に関しては、「株式会社」が最も多く、全体の９４．４％である。次いで「有限会社」が４．

８％、「個人経営」が０．８％の順である（表４－１参照）。

イ　資本金額

株式会社・有限会社（有効回答２３１社）の資本金額（または出資金額）の回答状況をみると、資

本金「１，０００万円以上～３，０００万円未満」が最も多く１１９社、５１．５％で、次が「３，

０００万円以上～５，０００万円未満」の２５社、１０．８％、「５００，０００万円以上～」が１６

社、６．９％となっており、「５，０００万円未満」が全体の６７．５％を占めている（表４－２参照）。

区 分 事業者数
株式会社 238 94.4 （95.1）
有限会社 12 4.8 （4.4）
個人経営 2 0.8 （0.5）
合 計 252 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表4－1　経営組織（N＝252）　〔単位：社、％〕

事業者数 構成比

以上 未満 
1　～ 500 6 2.6

500　～ 1,000 6 2.6
1,000　～ 3,000 119 51.5
3,000　～ 5,000 25 10.8
5,000　～ 10,000 14 6.1

10,000　～ 20,000 14 6.1
20,000　～ 50,000 15 6.5
50,000　～ 100,000 1 0.4

100,000　～ 200,000 6 2,6 
200,000　～ 500,000 9 3.9
500,000　～ 16 6.9

231 100.0

資本金額の範囲
〔単位：万円、社、％〕

表4－2　資本金別の事業者数（N＝231）

合 計
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ウ　業務の開始時期別事業者数

有線テレビジョン放送設備設置工事業務の開始時期をみると「昭和４６年～昭和５５年」が３１．

０％を占めており、次いで「昭和５６年～平成２年」が３０．６％となっている（表４－３参照）。

エ　業務を扱う事業所数

業務を扱う部門、事業所数は「１以上９以下」が全体の９０．０％となっており、一事業者平均４．

９箇所である（表４－４参照）。

オ　有線テレビジョン放送設備設置工事業の開設形態

有線テレビジョン放送設備設置工事業者としての開設形態は「創業・創設」が５０．７％と最も多

く、次いで「企業内の一部門として」が３７．６％となっている（表４－５参照）。

開始時期区分 事業者数
昭和35年以前 20 9.3 （6.4）
昭和36年～昭和45年 49 22.7 （23.9）
昭和46年～昭和55年 67 31.0 （38.9）
昭和56年～平成2年 66 30.6 （27.1）
平成3年以降 14 6.5 （3.7）

合 計 216 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表4－3　事業の開始時期別事業者数（N＝216）　〔単位：社、％〕

事業者数
1以上 9以下　 198 90.0 （88.6）

10以上 49以下　 18 8.2 （7.8）
50以上 99以下　 4 1.8 （1.6）

100以上 0 0.0 （2.0）
220 100.0 （100.0）

部門・事業所数区分

合 計

表4－4　業務を扱う事業所数（N＝220）　〔単位：社、％〕
構成比（前回調査）

開設形態区分 事業者数
創業・創設 108 50.7 （42.7）
他の企業から分離・独立 17 8 （10.9）
他の事業からの転換 8 3.8 （3.1）
企業内の一部門として 80 37.6 （43.3）

合 計 213 100 （100.0）

表4－5　開設形態別事業者数（N＝213）　〔単位：社、％〕
構成比（前回調査）
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カ　参入前業種の状況

前項の調査で「他の企業から分離・独立」、「他の事業からの転換」、「企業内の一部門として」を回

答した１０５社のうち９１社について、有線テレビジョン放送設備設置工事業参入前の業種を表４－

６に示す。電気通信工事業が４０．７％を占めている。「その他」として回答のあったのは１６社であ

るが、コメントのあった業種は「電気製品卸売業」、「家電販売」、「総合建設業」、「電気器具修理業」、

「公害測定機設置保守業務」等である。

キ　子会社、関連会社の状況

「子会社、関連会社がある」とする事業者は有線テレビジョン放送設備設置工事業全体の３７．２％、

８１事業者となっている（表４－７参照）。このうち、子会社、関連会社数について回答のあった７９

事業者の合計子会社、関連会社数を表４－８に示す。一事業者平均７．０社を有しているが、出資比

率５０％超の「子会社」は５８．９％、５０％未満の「関連会社」は４１．１％である。

業 務 区 分 事業者数
電気工事業 24 26.4 （37.5）
電気通信機器製造・販売業 12 13.2
電気通信工事業 37 40.7
建設資材製造・販売業 2 2.2
その他 16 17.6 （62.5）

合 計 91 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表4－6　参入前業種の状況（N＝91）　　　　　 　〔単位：社、％〕

有 無 区 分 事業者数
子会社、関連会社がある 81 37.2 （36.8）
子会社、関連会社はない 137 62.8 （63.2）

合 計 218 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
表4－7　子会社、関連会社の有無（N＝218）　　　　〔単位：社、％〕

40 14 16 5 5 4 91 175 31.7 （43.9）
30 8 18 7 8 4 75 150 27.2 （33.3）
37 7 57 20 5 3 98 227 4.1 （22.8）

107 29 91 32 18 11 264 552 100.0 （100.0）

20％以上～50％以下
合 計

合

計

　　　　　　　　　　　　 業種

出資比率 （前回調査）

100%
50％超～100％未満

情
報
サー

ビ
ス
業

ケ
ー

ブ
ル
テ
レ
ビ
業

〔単位：社、％〕表4－8　子会社、関連会社数合計（N＝79）
そ
の
他

建
設
業

不
動
産
業

電
気
通
信
業

リ
ー

ス
業
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（２）運営業務の売上・費用等の状況

ア　会社全体の売上高

平成７年度と平成８年度の会社全体の売上高について回答を求めた。各年度の平均をとってみると、

平成８年度は５．７％の増加となっている（表４－９参照）。

イ　会社全体の売上規模別の有線テレビ放送設備設置工事の売上高と比率

平成７年度の売上規模別の事業者数、売上高及び有線テレビジョン放送設備設置工事業務にかかわ

る売上高の占める比率を表４－１０に示す。有線テレビジョン放送設備設置工事業務の占める比率が

最も大きいのは、「売上高３，０００万円以上５，０００万円未満」の事業者であるが、会社全体の売

上高規模が大きくなるに従って、有線テレビジョン放送設備設置工事業務の占める割合が低くなる傾

向がある。

区 分 平成7年度実績 平成8年度見込 8／7
売上高合計 778,187,712 822,747,328 105.7
1社平均売上高 4,053,061 4,285,142

表4－9　会社全体の売上高（N＝192）　　　〔単位：万円、％〕

会社全体の 有線テレビジョン放送 全体に占
事業者数 売上高 設備設置工事業務 める割合

の売上高

以上 　 未満 

0　～ 3,000 0 0 0 0.0
3,000　～ 5,000 3 12,860 12,860 100.0
5,000　～ 10,000 14 105,127 79,174 75.3

10,000　～ 20,000 25 390,719 286,420 73.3
2,0000　～ 50,000 40 1,342,769 829,755 61.8
50,000　～ 100,000 28 1,950,724 953,826 48.9

100,000　～ 200,000 15 1,900,837 879,742 46.3
200,000　～ 500,000 13 3,626,601 467,346 12.9
500,000　～ 1,000,000 11 8,175,546 846,626 10.4

1,000,000　～ 5,000,000 30 69,089,527 5,111,560 7.4
5,000,000　～ 10,000,000 6 43,166,599 1,473,329 3.4

10,000,000　～ 9 631,984,480 2,157,618 0.3
194 761,745,789 13,098,256 1.7

表4－10　売上規模別の事業者数（N＝194） 〔単位：社、万円、％〕

合 計

会社全体の売上高規模
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ウ　資本金規模別売上高

同様に、資本金額規模別の事業者数、会社全体の売上高及び有線テレビジョン放送設備設置工事業

務にかかわる売上高の占める比率を示す。（表４－１１参照）

エ　有線テレビジョン放送設備設置工事業務内容ごとの売上高比率

有線テレビジョン放送設備設置工事業務による売上高と有線テレビジョン放送設備設置工事内容ご

との売上高比率から、有線テレビジョン放送設備設置工事内容ごとの売上高を計算し、有効回答１５

６社の売上高比率を算出した。都市型ケーブルテレビ事業者の比率が大きく４１．０％を占めている。

次いでその他が３０．７％を占めている。

全体を「システム設計」、「設置工事」及び「保守点検」に分けた比率でみると、「設置工事」が８２．

０％、「保守点検」１０．１％、「システム設計」８．０％という割合になっている（表４－１２参照）。

事業者数 有線テレビジョン
放送設備設置

工事業務売上高

以上　 未満 
0　～ 500 5 40,836 28,139 68.9

500　～ 1,000 6 96,644 73,535 76.1
1,000　～ 3,000 103 7,319,399 2,512,524 34.3
3,000　～ 5,000 19 4,585,530 716,282 15.6
5,000　～ 10,000 11 6,921,291 687,031 9.9

10,000　～ 20,000 11 10,855,877 1,001,426 9.2
20,000　～ 50,000 12 35,369,658 2,539,944 7.2
50,000　～ 100,000 1 70,000 50,781 72.5

100,000　～ 200,000 6 20,065,601 202,547 1.0
200,000　～ 500,000 8 48,517,337 2,289,936 4.7
500,000　～ 11 627,899,586 2,997,111 0.5

193 761,741,789 13,099,256 1.7合 計

〔単位：社、万円、％〕表4－11　資本金別売上高（N＝193）
資本金額の区分

会社全体の
売上高

全体に占
める割合

売上高
システム設計 409,830 4.6 （2.1）

都市型ケーブルテレビ事業者 設置工事 3,061,976 34.1 （39.4）
保守点検 202,097 2.3 （2.3）
システム設計 188,137 2.1 （2.0）

ケーブルテレビ事業者 設置工事 1,976,282 22.0 （27.9）
（都市型以外） 保守点検 387,639 4.3 （3.7）

システム設計 114,860 1.3 （1.3）
その他 設置工事 2,321,056 25.9 （19.3）

保守点検 313,023 3.5 （2.0）
合 計 8,974,900 100.0 （100.0）

その他：「ビル内共聴」、「棟内工事」、「光ケーブル」、「電波障害対策」、「難視対策」など。

業 務 区 分

表4－12　有線テレビジョン放送設備設置工事内容ごとの売上高比率
（N＝156）　　〔単位：万円、％〕

構成比（前回調査）����������������������������������������
����������������������������������������

���������������������������������
���������������������������������

�������������������������������������������������������������������������

�������������������������������������������������������������������������
�������������������������������������������������������������������������

����������������������������������������
����������������������������������������

���������������������������������
���������������������������������

�������������������������������������������������������������������������

������������������������������������������������������
������������������������������������������������������
������������������������������������������������������

������������������������������������������������������
������������������������������������������������������

������������������������������������������������������
������������������������������������������������������
������������������������������������������������������



67

オ　年間売上高に占める各業務の割合

平成７年度について、年間売上高に占める各業務の割合について回答を求めた。この比率により、

各業務毎の売上高を計算し、全体の中での構成比率を算出した。「電気・電子機器製造販売業務」が３

２．３％、「電気工事業務」が３０．１％となっている。（表４－１３参照）。

カ　費用の状況

会社全体の費用と有線テレビジョン放送設備設置工事業務の比率について、すべて記載された有効

回答６２社について、有線テレビジョン放送設備設置工事業務にかかる費用を計算し、６２社全体で

の有線テレビジョン放送設備設置工事業務の比率を算出した。

有線テレビジョン放送設備設置工事業務の費用の比率は、「機械・設備」が４１．１％ある他は、３

０％以下となっている（表４－１４参照）。

業 務 の 区 分 売上高
有線テレビ放送設備設置工事業務 12,649,335 4.2 （4.1）
建設業務 16,163,413 5.4 （88.1）
電気・電子機器製造販売業務 97,189,645 32.3
電気工事業務 90,534,129 30.1
情報サービス業務 4,660,787 1.5 （0.6）
家庭用機械器具小売業務 854,730 0.3 （0.1）
その他 78,756,403 26.2 （7.1）

合 計 300,808,442 100.0 （100.0）

構成比（前回調査）
〔単位：万円、％〕

表4－13　年間売上高に占める各業務の割合（N＝176）

「その他」：「電気通信工事業」、「卸販売業」、「管理会社他」、「空調管工事業」など。

有線テレビ工事業務 有線テレビ工事業務

にかかる費用 の費用の比率

2,501,724 637,547 25.5
土地・建物 276,367 62,391 22.6
機械・設備 56,986 23,438 41.1

389,575 51,978 13.3
1,732,717 466,499 26.9
4,957,369 1,241,853 25.0合 計

費 用 の 区 分

賃借料

人件費

減価償却費

会社全体の費用

（N＝62）　〔単位：万円、％〕

その他の経費

表4－14　会社全体の費用及び有線テレビジョン放送設備設置工事業務の費用と比率
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（３）事業用資産・設備の状況

ア　有線テレビジョン放送設備設置工事業務にかかわる固定資産の状況

固定資産額については費用の当該業務割合の回答と同様、「業務による切りわけ不可能」という理由

により、得られた回答が少なく、有線テレビジョン放送設備設置工事業務にかかわる固定資産総額及

び取得見込み額全体について記載された回答は４２社である。平成７年度実績と平成８年度見込みを

比べると全体的に増加しており、特に「土地」が２１８％増と大幅に増加しているが、「無形固定資産」

は減少している。（表４－１５参照）。

イ　施設・設備の保有状況

施設・設備の保有状況を表４－１６に示す。「クレーン車」、「作業車」は半数以上がリースによる保

有になっている。

「その他」の設備として「光融着機」、「ＣＡＤ」、「パソコン」、「資材倉庫」などが挙げられている。

平成7年度 平成8年度
実績額 見込額

建物及び構築物 24,135 32,254 133.6
機械及び装置 89,128 111,044 124.6
土地 9,955 31,688 318.3
その他 32,173 35,080 109.0

14,839 11,464 77.3
170,230 221,530 130.1

（N＝41）　〔単位：万円、％〕
表4－15　有線テレビジョン放送設備設置工事業務にかかわる固定資産取得状況

合 計

区 分 8／7

無形固定資産

有形固定資産
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区 分 買 取 リース・レンタル 合 計
クレーン車（高所作業車） 854 2,475 3,329
作業車 1,071 4,438 5,509
測定車（電波・電界強度等） 267 110 377
測定器（電波・電界強度等） 6,950 1,245 8,195
その他 487 19 506

表4－16 施設・設備の保有状況（N＝170） 　　　　　　 〔単位：台〕
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ウ　施設・設備の取得状況

施設・設備の取得時期を表４－１７に示す。施設、設備の取得時期については、いずれも「昭和５

６年～平成２年」の買取による取得が多かった。「平成３年以降」はリースによる取得の伸びが大きく

なっている。

昭和35年
以前

昭和36年
～45年

昭和46年
～55年

昭和56年
～平2年

平成3年
以降

合計

クレーン車 買取 0 0 1 37 36 74
（高所作業車） リース 0 0 1 11 31 43

買取 2 0 5 43 34 84
リース 0 0 0 11 22 33

測定車 買取 1 1 5 54 39 100
（電波・電界強度等） リース 0 1 2 6 18 27
測定器 買取 1 5 19 60 24 109
（電波・電界強度等） リース 0 0 0 7 8 15

買取 0 1 2 9 12 24
リース 0 0 0 2 4 6

その他

区 分

〔単位：社〕表4－17　施設・設備の取得状況（N＝170）
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（４）従業員と労働環境

本調査では、「常時雇用従業者」とは、期間を定めずに又は１か月以上の期間を定めて雇用されている

者及び臨時・日雇・パートタイマーという名称の者でも、調査日までの２か月間にそれぞれ１８日以上

事業所に雇用され、かつ調査日現在も継続して雇用されている者とした。

ア　従業者数の推移

平成７年度から平成９年度までの従業者数を回答した８０事業者についての合計を表４－１８に示

す。会社全体の従業者数の推移をみると常時雇用従業者、常時雇用以外の従業者が増加しているもの

の、有給役員に関しては年度によって増減がみられる。

また、有線テレビジョン放送設備設置工事業務担当者の推移をみると「有給役員」、「常時雇用従業

者」、「常時雇用以外の従業者」いずれも増加している。

イ　平均年間総実労働時間及び平均年間休日日数

平均年間総実労働時間、平均年間休日日数のどちらも２年分が記入されている回答について年平均

を算出した（表４－１９参照）。

休日日数は、平成７年度の１０８．９日に対し平成８年度見込みは１１１．５日とみており２．６

日増加している。総実労働時間は、平成７年度の２，０８９．４時間に対して平成８年度見込は２，

０５９．３時間とみており３０．１時間減少している。

なお、「毎月勤労統計調査」（労働省）の全産業（従業者数５人以上）の平均年間労働時間の平成７

年１，９１２時間及び平成８年１，９１９時間と比較すると、１５０時間ほど多い。

区 分

7’ 8’ 9’ 7’ 8’ 9’ 7’ 8’ 9’
有給役員 292 281 289 146 150 155 10.7 10.4 9.8
常時雇用従業者 8,331 8,477 8,716 1,035 1,103 1,199 75.7 76.1 75.7
常時雇用以外 206 222 262 186 196 230 13.6 13.5 14.5
の従業者

合 計 8,829 8,980 9,267 1,367 1,449 1,584 100.0 100.0 100.0

（注）「7’」は平成7年度実績、「8’」は平成8年度見込み、「9’」は平成9年度計画を示す。

　〔単位：人、％〕表4－18　従業者数の推移（N＝80）

会社全体
設備設置工事担当者

有線テレビジョン放送設備

設置業務担当者の構成比
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合 計 平 均 合 計 平 均
総実労働時間 346,849 2089.4 341,853 2059.3 ▲ 30.1
休 日 日 数 18,085 108.9 18,503 111.5 2.6

表4－19　平均年間総実労働時間と平均年間休日日数（N＝166）

7年度実績 8年度見込
〔単位：時間、日〕
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ウ　採用状況及び離職状況

採用状況は、有線テレビジョン放送設備設置工事業務に携わる常時雇用従業者に関するもので、「新

卒」と「中途」に分けて回答を求めた。

採用者数、離職者数ともに減少傾向が認められる。

エ　職務別従業者状況

平成８年３月末現在または平成８年１０月３１日現在の有資格者の人数及び不足感について回答を

求めた。多い職種は、「電気工事士」の１５，１９６人（一社当たり６８．８人）、次いで「工事担任

者」の８，７８０人（一社当たり３９．７人）となっている。

有線テレビジョン放送設備設置工事業務に携わる資格者の不足感についてみると、不足感の強い資

格は「工事担任者」の８３社、５６．５％、「電気主任技術者」の６５社、５１．１％である。「業務

に影響するほどの不足」と回答のあった資格は、「工事担任者」の１０社、６．８％、「有線テレビジ

ョン放送技術者」１０社、５．３％の順となっている。

また、「不足してはいない」とする事業者の比率が最も多い資格は、「電気工事士」１０３社、５９．

９％となっている。

平成7年度 平成8年度 平成9年度 8/7 9/8
実績 見込 計画 増減 増減

新卒 360 294 317 ▲ 66 23
採用者数 中途 215 234 150 19 ▲ 84

計 575 528 467 ▲ 47 ▲ 61
597 519 401 ▲ 78 ▲ 118離職者数

区 分

〔単位：人〕表4－20　採用・離職状況（N＝128）
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資格者数 構成比 資格者数 構成比 1 2 3 合計
有線テレビジョン 4,217 13 146 16 10 74 104 188
放送技術者
電気通信主任技術者 1,564 5 15 2 5 58 66 129
電気主任技術者 1,233 4 18 2 3 65 65 133
工事担任者 8,780 28 520 57 10 73 64 147
電気工事士 15,196 48 164 18 5 64 103 172
その他 837 3 54 6 3 15 30 48

合 計 31,827 100 917 100 36 349 432 817

        「2」：「不足はしているが業務には影響ない」
        「3」：「不足はしていない」

表4－21　有線テレビジョン放送設備設置工事業務に携わる専門職
（N＝221）　〔単位：人、％、社〕

（注）不足を感じる程度
        「1」：「業務に影響するほどの不足」

常時雇用以外 不足を感じる程度
資格区分
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（５）今後の事業展開

いくつかの業務及び新しい技術について、取組の程度や展望についての回答を求めた。

「光ファイバケーブル工事」については「既に取り組んでいる」と回答のあった事業者が６４．８％、

「移動通信設備工事」については、「既に取り組んでいる」または「１年以内に取組を計画している」事

業者を合わせると６１．８％となり、大半の事業者は、情報通信の高度化、多様化に対応した事業展開

をしている（表４－２２参照）。

「その他」の新しい技術として、「ケーブルモデム設備工事」、「インターネット接続」等が挙げられて

いる。

（６）経営上の問題点

有線テレビジョン放送設備設置工事業者が抱えている経営上の問題点について回答を求めた。問題点

はいくつでも挙げてもらったため、複数回答になっている。

一番多いのは７２．９％の事業者が問題点とした「工事単価が低い」である。以下、「受注時期が不安

定」（５８．６％）、「経験者・熟練者の確保が困難」（５０．５％）、「人件費が高い」（４０．０％）と続

いている（表４－２３参照）。

「その他」として、「雪害による工事不能に苦慮している」、「新卒の上級技術者が必要」等の問題点が

挙げられている。

合計

138 （64.8） 24 （11.3） 38 （17.8） 13 （6.1） 213
91 （48.7） 24 （12.8） 43 （23.0） 29 （15.5） 187

111 （58.1） 7 （3.7） 36 （18.8） 37 （19.4） 191
56 （29.6） 23 （12.2） 73 （38.6） 37 （19.6） 189
27 （16.1） 22 （13.1） 70 （41.7） 49 （29.2） 168
12 （85.7） － 2 （14.3） － 14

現在は関心
がない

その他

光ファイバケーブル工事

LAN工事
移動通信設備工事
CATV電話工事
VOD設備工事

〔単位：社、％〕表4－22　新しい技術等への取組状況（Ｎ＝213）

1年以内に取組
を計画している

業務内容等
取組形態〔事業者数（カッコ内は横の構成比）〕

既に取り組ん
でいる

2～3年後には
取り組みたい

問題点 事業者数
従業者数の確保が困難 41 19.5 （24.8）
経験者・熟練者の確保が困難 106 50.5 （50.3）
社員教育の不足 79 37.6 （38.5）
人件費が高い 84 40.0
資金の調達が困難 30 14.3 （16.1）
受注時期が不安定 123 58.6 （65.8）
工事単価が低い 153 72.9
設備の高度化の遅れ 24 11.4 （33.5）
機材価額が高い 33 15.7
処理能力の不足 30 14.3 （14.9）
その他 5 2.4 （6.8）

回答事業者数 210

構成比（前回調査）
表4－23　経営上の問題点（複数回答）　　 〔単位：社、％〕
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